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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

回次 第18期中 第19期中 第20期中 第18期 第19期

会計期間

自　平成18年
　　１月１日
至　平成18年
　　６月30日

自　平成19年
　　１月１日
至　平成19年
　　６月30日

自　平成20年
　　１月１日
至　平成20年
　　６月30日

自　平成18年
　　１月１日
至　平成18年
　　12月31日

自　平成19年
　　１月１日
至　平成19年
　　12月31日

売上高
(百万

円)
41,225 48,390 51,709 85,613 99,805

経常利益
(百万

円)
15,219 18,063 16,830 31,902 38,096

中間(当期)純利益
(百万

円)
8,661 11,469 8,531 19,327 23,561

純資産額
(百万

円)
84,282 92,325 98,718 90,635 110,730

総資産額
(百万

円)
146,804174,217188,533165,948201,052

１株当たり純資産額 (円) 625.93 688.93 720.78 679.06 808.24

１株当たり
中間(当期)純利益

(円) 64.48 86.53 63.63 144.26 176.95

潜在株式調整後１株当
た
り中間(当期)純利益

(円) 63.95 86.11 63.54 143.28 175.88

自己資本比率 (％) 57.4 52.4 51.0 54.4 54.3

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万
円)

20,113 15,987 17,094 37,463 32,366

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万
円)

△3,167 △3,804 18,362△11,104△53,768

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万
円)

△6,061 △12,707△21,229△12,449 △3,711

現金及び現金同等物
の中間期末(期末)残高

(百万
円)

71,118 78,043 66,281 76,196 52,367

従業員数 (名) 3,061 3,432 3,790 3,229 3,664

(注) 　売上高には、消費税等は含まれておりません。
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(2)提出会社の経営指標等

 

回次 第18期中 第19期中 第20期中 第18期 第19期

会計期間

自　平成18年
　　１月１日
至　平成18年
　　６月30日

自　平成19年
　　１月１日
至　平成19年
　　６月30日

自　平成20年
　　１月１日
至　平成20年
　　６月30日

自　平成18年
　　１月１日
至　平成18年
　　12月31日

自　平成19年
　　１月１日
至　平成19年
　　12月31日

売上高
(百万

円)
26,522 29,533 32,637 53,431 61,731

経常利益
(百万

円)
12,398 14,506 14,608 24,119 30,052

中間(当期)純利益
(百万

円)
7,000 8,515 7,424 14,265 17,579

資本金
(百万

円)
13,294 13,891 18,127 13,479 17,838

発行済株式総数 (株) 137,179,504137,714,004140,133,004137,344,504139,891,004

純資産額
(百万

円)
59,743 58,251 63,125 61,240 75,273

総資産額
(百万

円)
92,431 103,850108,749 99,796 123,129

１株当たり純資産額 (円) 443.72 431.73 454.06 457.82 545.84

１株当たり中間
(当期)純利益

(円) 52.12 64.24 55.37 106.48 132.03

潜在株式調整後
１株当たり中間
(当期)純利益

(円) 51.69 63.94 55.30 105.75 131.23

１株当たり配当額 (円) ― ― ― 84.00 111.00

自己資本比率 (％) 64.6 55.1 55.7 61.0 59.9

従業員数
(他、平均臨時従業員
数)

(名)
427

　　　　(83)
470
(82)

504
(75)

418
(82)

476
(83)

(注)　売上高には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【事業の内容】

当グループは，当社、子会社22社及び関連会社２社で構成され、コンピュータウイルス対策製品の

開発、販売及び関連サービスの提供を主な事業の内容とし、さらに関連会社においてはその他の事業

をも実施しております。

当中間連結会計期間において、各事業に係る重要な事業内容の変更と主要な関係会社の異動はあり

ません。

 

３ 【関係会社の状況】

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

平成20年６月30日現
在

事業の部門等の名称 従業員数(名)

販売部門 755

マーケティング部門 259

カスタマーサポート部門 1,166

研究開発部門 1,054

管理部門 556

合計 3,790

(注)　従業員数は就業人員であります。

 

(2) 提出会社の状況

平成20年６月30日現在

従業員数(名) 504(75）

(注)　従業員数は就業人員であります。臨時従業員数は、（　）内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載して

おります。

 

(3) 労働組合の状況

当社及び連結子会社においては、労働組合は存在しておりません。

なお、労使関係について特に記載すべき事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、引き続き米国のサブプライムローン問題の影響や原油

・原材料価格の高騰などにより世界的な景気の先行きに関する更なる不透明感が増していく状況の

中推移いたしました。2008年6月の日銀企業短期経済観測調査(短観)では、大企業製造業における業況

判断指数（DI）が3月に引き続きマイナスとなり、三期連続で悪化しました。こうした企業業績の悪化

による賃金抑制だけでなく、穀物や石油をはじめとした一次産品高騰のほか、電気、ガス、食品と続く

物価上昇は、個人消費者の節約志向を強め、結果、消費の萎縮を促し、企業業績を更に悪化させるとい

う悪循環を引き起こしつつあります。原油や穀物の価格高騰が企業業績を圧迫し、内需の減退を招い

ているだけでなく、外需においても、サブプライム問題による景気回復の遅れと先行き不安の再燃が

指摘される米国向け輸出を中心に失速が懸念されており、2002年2月から拡大し続け「いざなぎ景

気」超えと呼ばれた現景気もいよいよ後退の兆しを見せ始めました。日本経済はここ数年で最も厳し

い局面を迎えているとみられています。

世界経済においても米国を中心に経済成長は年初より鈍化から弱含みへとシフトしたことが示唆さ

れています。新興国の需要増大に加え、投機マネーの流入が相場を押し上げたことから、鉄鉱石や石炭

などの天然資源のほか、小麦などの穀物価格も急騰し、ニューヨークの原油先物価格は、6月末に史上

初の1バレル＝140ドルを突破しました。FRB（連邦準備制度理事会）は米金融市場の混乱への懸念が

やや和らいだとはしながらも、エネルギーや素材の高騰などでインフレの上昇リスクが大きくなった

ことを懸念し、景気と物価の双方を注視しています。主要な政策金利であるフェデラルファンド

（FF）金利の誘導目標を昨年9月に引き下げ再開以来、今年4月まで連続引き下げ以降は据え置いてお

ります（年2.0％）。欧州も、原材料や食料品価格の高騰から賃金などの二次的インフレを懸念した

ECB（欧州中央銀行）による利上げを示唆（2008年7月3日に1年振りに利上げ実施）など、もはや世界

的インフレが懸念されている状況です。このような状況下、世界的な景気減速感は今後も強まってい

くと見られています。

ネットワークセキュリティ業界におきましては、近年、攻撃傾向は世界的に単なる愉快犯から情報漏

洩や金銭的被害を目的とした金銭目当てに、また不特定多数から特定小規模型へと移行している理由

から、感染報告数自体は減少の傾向にあり、2008年上半期の日本国内におけるウイルス感染被害報告

数は14,878件と、昨年上半期の件数(37,363件)と比較して大幅に減少しました。上半期の感染報告に

おいては特徴的なものが多く、1.USBメモリを悪用する不正プログラム、2.オンラインゲームの情報を

盗む不正プログラム、そして3.不正なドメインの生存期間は30日程度、不正プログラム配布は国別で

中国がトップ、といった３つの傾向がみられました。特に1.におけるUSBメモリを媒介とする感染は、

メール等に比べセキュリティ意識が低くなりがちな中、更に不特定のユーザ間やコンピュータ間で
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USBを使いまわすケースも多いため再感染が続き易かったと見られます。これに加え、2007年に引き

続き「WEBからの脅威」は更に拡大していくと思われます。

このような環境下、当社グループの経営状況は以下のようなものでありました。

全世界的にウイルスによる大きな流行や感染報告数が近年減少傾向にあるものの、代わりに攻撃対

象を絞ったターゲット型の攻撃は急増し、被害額も増加の一途となっております。このような状況下、

日本地域におきましては、法人ユーザ向けのほか、インターネット・サービス・プロバイダー（ISP）

を通じた個人向けサービスも堅調に伸長いたしました。その結果、日本における当中間連結会計期間

の売上高は19,709百万円（前年同期比11％増）となり、日本地域は全地域の中で最も高い成長率を示

しました。

北米地域におきましては、いわゆるサブプライムローン問題を起因とする金融市場の混乱や住宅関

連市場が減速したほか、原油価格や資源価格の高騰も相まって景気はより不安定さを増す状況にあり

ました。このような状況下、同地域におきましては個人向け市場における需要増と安定した更新ユー

ザの獲得が同地域の売上を牽引し、昨年同期比較でドル円レートが大幅に円高になるも、当中間連結

会計期間の同地域の売上高は12,748百万円（前年同期比5％増）となりました。

欧州地域につきましては、北米地域と同様、金融市場の混乱をはじめ、原油価格および資源価格の高

騰により物価指数が大幅に上昇するなど景気は不透明感を増しつつありました。このような状況下、

フランス、イタリア、とりわけ中東が大きな伸長をみせ、当中間連結会計期間の同地域の売上高は

12,737百万円（前年同期比8％増）となりました。

アジア・パシフィック地域につきましては世界経済において影響力を増す中国、インドをはじめ、全

般的に景気は底堅く推移いたしました。世界的に広がった資源ブームの恩恵を享受した国が一部には

あるものの、全体としてはエネルギー関連価格の高騰に起因する大幅な物価高に見舞われたり、また

一部の地域では政情不安定な状況にあるなど楽観視はできない状況にあります。このような状況下、

個人向けビジネスが堅調なオーストラリアはプラス成長であったものの、他地域は概ね小幅なマイナ

ス成長でありました。その結果、当中間連結会計期間の同地域の売上高は、5,005百万円(前年同期比

3％減)となりました。

中南米地域におきましては、米景気減速の影響やインフレ圧力が強まってきたことから引き続き留

意しております。このような状況下、同地域におきましては、ブラジルは法人ユーザ向けビジネスが貢

献したものの、メキシコはマイナス成長となりました。当中間連結会計期間の同地域の売上高は1,508

百万円(前年同期比2％減)となっております。

その結果、当中間連結会計期間の連結売上高は51,709百万円(前年同期比7％増)となりました。

一方費用につきましては、現金支払いは伴わないものの約10億円のストック・オプション費用をは

じめ、新規雇用の拡大に伴う人件費の増加、およびそれに伴う間接コストが増加した結果、売上原価お

よび、販売費及び一般管理費の合計費用は34,818百万円(前年同期比8%増)となり、当中間連結会計期

間の連結営業利益は16,890百万円(前年同期比4％増)、連結経常利益は16,830百万円(前年7％減)、連
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結中間純利益は約20億円の投資有価証券評価損が影響し、8,531百万円(前年同期比26％減)となりま

した。

 

(2) キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、前中間連結会計期間と比較して

1,106百万円増加して17,094百万円のプラスとなりました。この増加は主に、税金等調整前中間純利益

が減少したものの、投資有価証券評価損をはじめとした現金流出を伴わない費用が大幅に増加したこ

とや、売上債権が減少したことなどによるものであります。

投資活動によるキャッシュ・フローは、前中間連結会計期間と比較して22,166百万円増加して

18,362百万円のプラスとなりました。この増加は主に、有価証券・投資有価証券の売却・償還による

収入が大幅に増加したことなどによるものです。

財務活動によるキャッシュ・フローは、前中間連結会計期間と比較して支出が8,521百万円増加し

て21,229百万円のマイナスとなりました。この支出の増加は主に、自己株式の取得による支出と配当

金の支払額が大幅に増加したことなどによるものであります。

これらの増減に現金及び現金同等物に係る換算差額を加えた結果、現金及び現金同等物の中間期末

残高は66,281百万円となり、前中間連結会計期末と比べ、11,761百万円減少しました。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

 

(1) 生産実績
 

品　　目

当中間連結会計期間

（自　平成20年1月1日

  　至　平成20年6月30日）

(百万円)

前年同期比(％)

セキュリティ関連ソフトウエア事業   

PCクライアント製品 191 -1.7

LANサーバ製品 - -

インターネットサーバ製品 92 -74.7

統合製品 - -

その他製品 383 +50.5

合計 666 -18.0

 
　(注)  1.　　金額は製造原価によっております。

2.　　上記金額には、消費税等は含まれておりません。
3.　　統合製品は各々の製品として生産され、販売時に統合製品として販売されるため生産実績はあ

りません。

 

(2)受注実績

 

　　受注実績につきましては、金額的重要性が極めて低いため、その記載を省略しております。
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(3) 販売実績

 

品　　目

当中間連結会計期間

（自　平成20年1月1日

  　至　平成20年6月30日）

(百万円)

前年同期比(％)

セキュリティ関連ソフトウエア事業   

PCクライアント製品 14,482 +10.9

LANサーバ製品 1,320 +0.3

インターネットサーバ製品 9,212 -5.3

統合製品 20,992 +13.4

その他製品 2,603 -10.4

小計 48,611 +6.8

その他サービス 3,097 +7.8

　合計 51,709 +6.9

　(注)1.      主な相手先の販売実績及び総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

 
 

相手先 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

 販売高(百万円)割合(％)販売高(百万円)割合(％)

ソフトバンクBB株式会社 5,171 10.7 5,394 10.4

2.      上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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３ 【対処すべき課題】

 

当中間連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及

び新たに生じた課題はありません。

 

４ 【経営上の重要な契約等】

 

当中間連結会計期間において、新たに締結された経営上の重要な契約等は行われておりません。

 

５ 【研究開発活動】

 

当社グループの研究開発活動は、今後世界中の情報機器を結ぶネットワーク環境において、重要な

課題となる情報セキュリティの確保（情報セキュリティ管理）に資する目的で、コンピュータウイル

ス対策ソフトウェアの開発を主として取り組んでおります。

開発製品は、主にコンピュータウイルス対策ソフトでありますが、これに関連した基礎的な技術開

発、または応用技術等も含め、当社並びに当社子会社であるTrend Micro Incorporated(台湾)、Trend

Micro Inc.(米国)、Trend Micro Deutschland GmbH(ドイツ)及びTrend Micro (China)Incorporated

（中国）の５社に所属する研究開発部門スタッフが密接な連係のもとに研究開発活動を行っており

ます。

なお、当中間連結会計期間の研究開発費の総額は2,730百万円であり、すべてコンピュータウイルス

対策ソフトウエアの開発に係るものであります。
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第３ 【設備の状況】

１　【主要な設備の状況】

 

　当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

２ 【設備の新設、除却等の計画】

 

　前連結会計年度末において、重要な設備の新設、除却等の計画はありませんでした。

　また、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 250,000,000

計 250,000,000

 

② 【発行済株式】

 

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(平成20年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年９月30日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 140,133,004
140,139,504

(注)
東京証券取引所
(市場第一部)

権利内容に何ら限定のな
い、当社における標準とな
る株式

計 140,133,004140,139,504― ―

(注)　提出日現在の発行数には、平成20年９月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の権利行使によ

り発行された株式数は含まれておりません。
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(2) 【新株予約権等の状況】

①　旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権(平成15年３月26日定時株主総会の特別決議)

 中間会計期間末現在
(平成20年６月30日)

提出日の前月末現在
(平成20年８月31日)

新株予約権の数 547個（注）１ 527個

新株予約権のうち自己新株予約権
の数

－ －

新株予約権の目的となる株式の種
類

普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 273,500株（注）２ 263,500株

新株予約権の行使時の払込金額 2,695円（注）３ 同左

新株予約権の行使期間
平成16年11月14日～
平成20年11月13日

同左

新株予約権の行使により株式を発
行する場合の株式の発行価格及び
資本組入額

発行価格　　2,695円
資本組入額　1,348円

同左

新株予約権の行使の条件

１　新株予約権者が当社または当社子

会社の取締役、監査役、従業員もし

くは顧問の地位を有する場合に限

り、権利を行使することができる。

ただし当社取締役会で正当な理由

が認められた場合はこの限りでは

ない。

２　新株予約権者が死亡した場合、相続

人は死亡した日から6ヶ月以内に

当社所定手続きを行うことによ

り、新株予約権を相続することが

できる。ただし、相続人が相続した

新株予約権は新株予約権者死亡の

日から6ヶ月を経過する日までに

行使されなければ、それ以後に相

続人が新株予約権を行使すること

はできないものとする。

同左
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中間会計期間末現在
(平成20年６月30日)

提出日の前月末現在
(平成20年８月31日)

新株予約権の行使の条件

３　新株予約権者は、株主総会及び取締

役会決議に基づき当社と割当対象

者との間で締結する「新株予約権

付与契約」に、新株予約権の行使

を制限する規定がある場合には、

その規定に従い新株予約権を行使

しなければならない。

４　その他の条件については、「新株予

約権付与契約」に定めるところに

よる。なお、当社は新株予約権の付

与に際し、新株予約権者に上記1～

3の条件を強化した内容で「新株

予約権付与契約」を締結すること

ができるものとする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
　新株予約権を譲渡する時は取締役会

の承認を要するものとする。
同左

代用払込みに関する事項 該当事項はありません。 同左

組織再編成行為に伴う新株予約権
の交付に関する事項

該当事項はありません。 同左

 
 
（注）１　新株予約権1個につき目的となる株式数は、500株であります。
   ２　当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとし、調整

の結果生じる1株未満の株式については、これを切り捨てるものとする。
調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

また、当社が合併または会社分割を行う場合等、株式数の調整を必要とする場合には、当社は目的たる株
式数の調整をすることができるものとする。

　　３　当社が株式分割または株式併合を行う場合には、次の算式により行使価額を調整し、調整の結果生じる1円未満
の端数は切り上げるものとする。

調整後行使価額＝調整前行使価額　×

 

１

分割・併合の比率

また、当社が時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分をする場合（新株予約権、平成14年4月1
日改正前商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権及び同改正前商法第341条ノ8の規定に基づく新株引受
権付社債にかかる新株引受権の各行使による場合を除く）、次の算式により行使価額を調整し、調整の結果生
じる1円未満の端数は切り上げるものとする。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×1株当たりの払込金額

新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行による増加株式数

上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控

除した数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に、

「新規発行前の株価」を「処分前の価格」にそれぞれ読み替えるものとする。

また、当社が合併または会社分割を行う場合等、株式数の調整を必要とする場合には、当社は行使価

額の調整を行うことができるものとする。
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②旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権(平成16年３月25日定時株主総会の特別決議)

 
中間会計期間末現在
(平成20年６月30日)

提出日の前月末現在
(平成20年８月31日)

新株予約権の数 4,187個（注）１ 同左

新株予約権のうち自己新株予約権
の数

－ －

新株予約権の目的となる株式の種
類

普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 2,093,500株（注）２ 同左

新株予約権の行使時の払込金額 4,310円（注）３ 同左

新株予約権の行使期間
平成17年４月28日～
平成21年４月27日

同左

新株予約権の行使により株式を発
行する場合の株式の発行価格及び
資本組入額

発行価格　　4,310円

資本組入額　2,155円
同左

新株予約権の行使の条件

１　新株予約権者が当社または当社子会

社の取締役、監査役、従業員もしく

は顧問の地位（以下本項において

「従前の地位」という。）を喪失し

た場合には、従前の地位を喪失した

日から45日間に限り、新株予約権を

行使することができる。また、新株予

約権者が身体障害等により就労不能

となったことを原因として従前の地

位を喪失した場合には、従前の地位

を喪失した日から6ヶ月間に限り、新

株予約権を行使することができる。

ただし、本項の規定が新株予約権者

の居住する国の強行法規に違反する

等の特別な理由があり、当社取締役

会で正当と認められた場合はこの

限りではない。

２　新株予約権者が死亡した場合、相続

人は死亡した日から6ヶ月以内に当

社所定の新株予約権の相続のため

の手続きを行うことにより、当該

6ヶ月以内に限り、新株予約権を行

使することができる。ただし、本項の

規定が新株予約権者の居住する国の

強行法規に違反する等の特別な理由

があり、当社取締役会で正当と認め

られた場合はこの限りではない。

 

同左
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中間会計期間末現在
(平成20年６月30日)

提出日の前月末現在
(平成20年８月31日)

新株予約権の行使の条件

３　新株予約権者は、株主総会及び取締

役会決議に基づき当社と割当対象

者との間で締結する「新株予約権

付与契約」に、新株予約権の行使

を制限する規定がある場合には、

その規定に従い新株予約権を行使

しなければならない。

４　その他の条件については、「新株予

約権付与契約」に定めるところに

よる。なお、当社は新株予約権の付

与に際し、新株予約権者に上記1～

3の条件を強化した内容で「新株

予約権付与契約」を締結すること

ができるものとする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
　新株予約権を譲渡する時は取締役会

の承認を要するものとする。
同左

代用払込みに関する事項 該当事項はありません。 同左

組織再編成行為に伴う新株予約権
の交付に関する事項

該当事項はありません。 同左

（注）１　新株予約権1個につき目的となる株式数は、500株であります。
     ２　当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとし、調整

の結果生じる1株未満の株式については、これを切り捨てるものとする。
調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率
また、当社が合併または会社分割を行う場合等、株式数の調整を必要とする場合には、当社は目的たる株
式数の調整をすることができるものとする。

　　　３　当社が株式分割または株式の併合を行う場合には、次の算式により行使価額を調整し、調整の結果生じる1円未
満の端数は切り上げるものとする。

調整後行使価額＝調整前行使価額　×

 

１

分割・併合の比率

また、当社が時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分をする場合（新株予約権、平成14年4月1
日改正前商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権及び同改正前商法第341条ノ8の規定に基づく新株引受
権付社債にかかる新株引受権の各行使による場合を除く）、次の算式により行使価額を調整し、調整の結果生
じる1円未満の端数は切り上げるものとする。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×1株当たりの払込金額

新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行による増加株式数

上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控

除した数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に、

「新規発行前の株価」を「処分前の価格」にそれぞれ読み替えるものとする。

　また、当社が合併または会社分割を行う場合等、株式数の調整を必要とする場合には、当社は行使価格

の調整を行うことができるものとする。
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③　旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権(平成16年３月25日定時株主総会の特別決議)

 
中間会計期間末現在
(平成20年６月30日)

提出日の前月末現在
(平成20年８月31日)

新株予約権の数 3,537個（注）１ 同左

新株予約権のうち自己新株予約権
の数

－ －

新株予約権の目的となる株式の種
類

普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 1,768,500株（注）２ 同左

新株予約権の行使時の払込金額 5,090円（注）３ 同左

新株予約権の行使期間
平成17年10月28日～
平成21年10月27日

同左

新株予約権の行使により株式を発
行する場合の株式の発行価格及び
資本組入額

発行価格　　5,090円

資本組入額　2,545円
同左

新株予約権の行使の条件

１　新株予約権者が当社または当社子

会社の取締役、監査役、従業員もし

くは顧問の地位（以下本項におい

て「従前の地位」という。）を喪

失した場合には、従前の地位を喪

失した日から45日間に限り、新株

予約権を行使することができる。

また、新株予約権者が身体障害等

により就労不能となったことを原

因として従前の地位を喪失した場

合には、従前の地位を喪失した日

から6ヶ月間に限り、新株予約権を

行使することができる。ただし、本

項の規定が新株予約権者の居住す

る国の強行法規に違反する等の特

別な理由があり、当社取締役会で

正当と認められた場合はこの限り

ではない。

２　新株予約権者が死亡した場合、相続

人は死亡した日から6ヶ月以内に当

社所定の新株予約権の相続のため

の手続きを行うことにより、当該

6ヶ月以内に限り、新株予約権を行

使することができる。ただし、本項の

規定が新株予約権者の居住する国の

強行法規に違反する等の特別な理由

があり、当社取締役会で正当と認め

られた場合はこの限りではない。

同左
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中間会計期間末現在
(平成20年６月30日)

提出日の前月末現在
(平成20年８月31日)

新株予約権の行使の条件

３　新株予約権者は、株主総会及び取締

役会決議に基づき当社と割当対象

者との間で締結する「新株予約権

付与契約」に、新株予約権の行使

を制限する規定がある場合には、

その規定に従い新株予約権を行使

しなければならない。

４　その他の条件については、「新株予

約権付与契約」に定めるところに

よる。なお、当社は新株予約権の付

与に際し、新株予約権者に上記1.

～3.の条件を強化した内容で「新

株予約権付与契約」を締結するこ

とができるものとする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
　新株予約権を譲渡する時は取締役会

の承認を要するものとする。
同左

代用払込みに関する事項 該当事項はありません。 同左

組織再編成行為に伴う新株予約権
の交付に関する事項

該当事項はありません。 同左

（注）１　新株予約権1個につき目的となる株式数は、500株であります。
     ２  当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとし、調

整の結果生じる1株未満の株式については、これを切り捨てるものとする。
調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率
また、当社が合併または会社分割を行う場合等、株式数の調整を必要とする場合には、当社は目的たる株
式数の調整をすることができるものとする。

　　　３　新株予約権の発行日以降、当社が株式分割または株式併合を行う場合には、次の算式により行使価額を調整し、
調整の結果生じる1円未満の端数は切り上げるものとする。

調整後行使価額＝調整前行使価額　×

 

１

分割・併合の比率

また、当社が時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分をする場合（新株予約権、平成14年4月1
日改正前商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権及び同改正前商法第341条ノ8の規定に基づく新株引受
権付社債にかかる新株引受権の各行使による場合を除く）、次の算式により行使価額を調整し、調整の結果生
じる1円未満の端数は切り上げるものとする。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×1株当たりの払込金額

新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行による増加株式数

上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除し

た数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に、「新規発行

前の株価」を「処分前の価格」にそれぞれ読み替えるものとする。

また、当社が合併または会社分割を行う場合等、株式数の調整を必要とする場合には、当社は行使価額の

調整を行うことができるものとする。
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④　商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権(平成17年３月25日定時株主総会の特別決議)

 
中間会計期間末現在
(平成20年６月30日)

提出日の前月末現在
(平成20年８月31日)

新株予約権の数 4,753個（注）１ 同左

新株予約権のうち自己新株予約権
の数

－ －

新株予約権の目的となる株式の種
類

普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 2,376,500株（注）２ 同左

新株予約権の行使時の払込金額 3,840円（注）３ 同左

新株予約権の行使期間
平成18年７月22日～
平成22年７月21日

同左

新株予約権の行使により株式を発
行する場合の株式の発行価格及び
資本組入額

発行価格　　3,840円

資本組入額　1,920円
同左

新株予約権の行使の条件

１　新株予約権者が当社または当社子

会社の取締役、監査役、従業員、受

入出向者もしくは顧問の地位（以

下、本項において「従前の地位」

という。）を喪失した場合には、従

前の地位を喪失した日から45日間

に限り、新株予約権を行使するこ

とができる。また、新株予約権者が

身体障害等により就労不能となった

ことを原因として従前の地位を喪失

した場合には、従前の地位を喪失し

た日から6ヶ月間に限り、新株予約権

を行使することができる。ただし、

本項の規定が新株予約権者の居住す

る国の強行法規に違反する等の特別

な理由があり、当社取締役会で正当

と認められた場合はこの限りでは

ない。

２　新株予約権者が死亡した場合、相続

人は新株予約権者が死亡した日か

ら6ヶ月以内に当社所定の新株予

約権の相続のための手続きを行う

ことにより、当該6ヶ月以内に限

り、新株予約権を行使することが

できる。ただし、本項の規定が新株

予約権者の居住する国の強行法規に

違反する等の特別な理由があり、当

社取締役会で正当と認められた場

合はこの限りではない。

同左
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中間会計期間末現在
(平成20年６月30日)

提出日の前月末現在
(平成20年８月31日)

新株予約権の行使の条件

３　新株予約権者は、株主総会及び取締

役会決議に基づき当社と割当対象

者との間で締結する「新株予約権

付与契約」に、新株予約権の行使

を制限する規定がある場合には、

その規定に従い新株予約権を行使

しなければならない。
４　その他の条件については、「新株予
約権付与契約」に定めるところに
よる。なお、当社は新株予約権の付
与に際し、新株予約権者に上記1.
～3.の条件を強化した内容で「新
株予約権付与契約」を締結するこ
とができるものとする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
　新株予約権を譲渡する時は取締役会
の承認を要するものとする。

同左

代用払込みに関する事項 該当事項はありません。 同左

組織再編成行為に伴う新株予約権
の交付に関する事項

該当事項はありません。 同左

 （注）１　新株予約権1個につき目的となる株式数は、500株であります。
     ２  当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとし、調

整の結果生じる1株未満の株式については、これを切り捨てるものとする。
調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率
また、当社が合併または会社分割を行う場合等、株式数の調整を必要とする場合には、当社は目的たる株
式数の調整をすることができるものとする。

　　　３　新株予約権の発行日以降、当社が株式分割または株式併合を行う場合には、次の算式により行使価額を調整し、
調整の結果生じる1円未満の端数は切り上げるものとする。

調整後行使価額＝調整前行使価額　×

 

１

分割・併合の比率

また、当社が時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分をする場合（新株予約権、平成14年4月1
日改正前商法第280条の19の規定に基づく新株引受権及び同改正前商法第341条ノ8の規定に基づく新株引受
権付社債にかかる新株引受権の各行使による場合を除く。）、次の算式により行使価額を調整し、調整の結果
生じる1円未満の端数は切り上げるものとする。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×1株当たりの払込金額

新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行による増加株式数

上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除し

た数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に、「新規発行

前の株価」を「処分前の株価」にそれぞれ読み替えるものとする。

また、当社が合併または会社分割を行う場合等、株式数の調整を必要とする場合には、当社は行使価額の

調整を行うことができるものとする。
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⑤　旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権(平成17年３月25日定時株主総会の特別決議)

 
中間会計期間末現在
(平成20年６月30日)

提出日の前月末現在
(平成20年８月31日)

新株予約権の数 4,067個（注）１ 同左

新株予約権のうち自己新株予約権
の数

－ －

新株予約権の目的となる株式の種
類

普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 2,033,500株（注）２ 同左

新株予約権の行使時の払込金額 3,950円（注）３ 同左

新株予約権の行使期間
平成18年12月14日～
平成22年12月13日

同左

新株予約権の行使により株式を発
行する場合の株式の発行価格及び
資本組入額

発行価格　　3,950円

資本組入額　1,975円
同左

新株予約権の行使の条件

１　新株予約権者が当社または当社子

会社の取締役、監査役、従業員、受

入出向者もしくは顧問の地位（以

下、本項において「従前の地位」

という。）を喪失した場合には、従

前の地位を喪失した日から45日間

に限り、新株予約権を行使するこ

とができる。また、新株予約権者が

身体障害等により就労不能となった

ことを原因として従前の地位を喪失

した場合には、従前の地位を喪失し

た日から6ヶ月間に限り、新株予約権

を行使することができる。ただし、

本項の規定が新株予約権者の居住す

る国の強行法規に違反する等の特別

な理由があり、当社取締役会で正当

と認められた場合はこの限りでは

ない。

２　新株予約権者が死亡した場合、相続

人は新株予約権者が死亡した日か

ら6ヶ月以内に当社所定の新株予

約権の相続のための手続きを行う

ことにより、当該6ヶ月以内に限

り、新株予約権を行使することが

できる。ただし、本項の規定が新株

予約権者の居住する国の強行法規に

違反する等の特別な理由があり、当

社取締役会で正当と認められた場

合はこの限りではない。

同左
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中間会計期間末現在
(平成20年６月30日)

提出日の前月末現在
(平成20年８月31日)

新株予約権の行使の条件

３　新株予約権者は、株主総会及び取締

役会決議に基づき当社と割当対象

者との間で締結する「新株予約権

付与契約」に新株予約権の行使を

制限する規定がある場合には、そ

の規定に従い新株予約権を行使し

なければならない。
４　その他の条件については、「新株予
約権付与契約」に定めるところに
よる。なお、当社は新株予約権の付
与に際し、新株予約権者に上記1.
～3．の条件を強化した内容で
「新株予約権付与契約」を締結す
ることができるものとする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
　新株予約権を譲渡する時は取締役会
の承認を要するものとする。

同左

代用払込みに関する事項 該当事項はありません。 同左

組織再編成行為に伴う新株予約権
の交付に関する事項

該当事項はありません。 同左

 （注）１　新株予約権1個につき目的となる株式数は、500株であります。
２　当社が株式分割、株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとし、調整　　　の
結果生じる1株未満の株式については、これを切り捨てるものとする。
調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

また、当社が合併または会社分割を行う場合等、株式数の調整を必要とする場合には、当社は目的たる株式
数の調整をすることができるものとする。

　　　３　新株予約権の発行日以降、当社が株式分割または株式併合を行う場合には、次の算式により行使価額を調整し、
調整の結果生じる1円未満の端数は切り上げるものとする。

調整後行使価額＝調整前行使価額　×

 

１

分割・併合の比率

また、当社が時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分をする場合（新株予約権、平成14年4月1
日改正前商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権及び同改正前商法第341条ノ8の規定に基づく新株引受
権付社債にかかる新株引受権の各行使による場合を除く。）、次の算式により行使価額を調整し、調整の結果
生じる1円未満の端数は切り上げるものとする。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×1株当たりの払込金額

新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行による増加株式数

上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除し
た数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に、「新規発行
前の株価」を「処分前の株価」にそれぞれ読み替えるものとする。
　また、当社が合併または会社分割を行う場合等、株式数の調整を必要とする場合には、当社は行使価額の
調整を行うことができるものとする。
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⑥　旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権(平成18年３月28日定時株主総会の

特別決議)

 
中間会計期間末現在
(平成20年６月30日)

提出日の前月末現在
(平成20年８月31日)

新株予約権の数 2,427個（注）１ 同左

新株予約権のうち自己新株予約権
の数

－ －

新株予約権の目的となる株式の種

類
普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 1,213,500株（注）２ 同左

新株予約権の行使時の払込金額 3,995円（注）３ 同左

新株予約権の行使期間
平成19年7月10日～
平成23年7月9日

同左

新株予約権の行使により株式を発
行する場合の株式の発行価格及び
資本組入額

発行価格　　3,995円

資本組入額　1,998円
同左

新株予約権の行使の条件

１　新株予約権者が当社または当社子

会社の取締役、監査役、従業員、受

入出向者もしくは顧問の地位（以

下、本項において「従前の地位」

という。）を喪失した場合には、従

前の地位を喪失した日から45日間

に限り、新株予約権を行使するこ

とができる。また、新株予約権者が

身体障害等により就労不能となった

ことを原因として従前の地位を喪失

した場合には、従前の地位を喪失し

た日から6ヶ月間に限り、新株予約権

を行使することができる。ただし、

本項の規定が新株予約権者の居住す

る国の強行法規に違反する等の特別

な理由があり、当社取締役会で正当

と認められた場合はこの限りでは

ない。

２　新株予約権者が死亡した場合、相続

人は新株予約権者が死亡した日か

ら6ヶ月以内に当社所定の新株予

約権の相続のための手続きを行う

ことにより、当該6ヶ月以内に限

り、新株予約権を行使することが

できる。ただし、本項の規定が新株

予約権者の居住する国の強行法規に

違反する等の特別な理由があり、当

社取締役会で正当と認められた場

合はこの限りではない。

同左

 

EDINET提出書類

トレンドマイクロ株式会社(E04999)

半期報告書

 24/111



 

 
中間会計期間末現在
(平成20年６月30日)

提出日の前月末現在
(平成20年８月31日)

新株予約権の行使の条件

３　新株予約権者は、株主総会及び取締

役会決議に基づき当社と割当対象

者との間で締結する「新株予約権

付与契約」に新株予約権の行使を

制限する規定がある場合には、そ

の規定に従い新株予約権を行使し

なければならない。
４　その他の条件については、「新株予
約権付与契約」に定めるところに
よる。なお、当社は新株予約権の付
与に際し、新株予約権者に上記1.
～3．の条件を強化した内容で
「新株予約権付与契約」を締結す
ることができるものとする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
　新株予約権を譲渡する時は取締役会
の承認を要するものとする。

同左

代用払込みに関する事項 該当事項はありません。 同左

組織再編成行為に伴う新株予約権
の交付に関する事項

該当事項はありません。 同左

（注）１　新株予約権1個につき目的となる株式数は、500株であります。
     ２　当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとし、調整

の結果生じる1株未満の株式については、これを切り捨てるものとする。
調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率
また、当社が合併または会社分割を行う場合等、株式数の調整を必要とする場合には、当社は目的たる株式数
の調整をすることができるものとする。

　　　３　新株予約権の発行日以降、当社が株式分割または株式併合を行う場合には、次の算式により行使価額を調整し、
調整の結果生じる1円未満の端数は切り上げるものとする。

調整後行使価額＝調整前行使価額　×

 

１

分割・併合の比率

また、当社が時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分をする場合（新株予約権、平成14年4月1
日改正前商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権及び同改正前商法第341条ノ8の規定に基づく新株引受
権付社債にかかる新株引受権の各行使による場合を除く）、次の算式により行使価額を調整し、調整の結果生
じる1円未満の端数は切り上げるものとする。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×1株当たりの払込金額

新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行による増加株式数

上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除

した数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に、「新規

発行前の株価」を処分前の株価にそれぞれ読み替えるものとする。

また、当社が合併または会社分割を行う場合等、株式数の調整を必要とする場合には、当社は行使価額

の調整を行うことができるものとする。
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⑦　旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権(平成18年３月28日定時株主総会の特別決議)

 
中間会計期間末現在
(平成20年６月30日)

提出日の前月末現在
(平成20年８月31日)

新株予約権の数 2,824個（注）１ 2,823個

新株予約権のうち自己新株予約権
の数

－ －

新株予約権の目的となる株式の種
類

普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 1,412,000株（注）２ 1,411,500株

新株予約権の行使時の払込金額 3,610円（注）３ 同左

新株予約権の行使期間
平成19年11月８日～
平成23年11月７日

同左

新株予約権の行使により株式を発
行する場合の株式の発行価格及び
資本組入額

発行価格　　3,610円

資本組入額　1,805円
同左

新株予約権の行使の条件

１　新株予約権者が当社または当社

子会社の取締役、監査役、従業

員、受入出向者もしくは顧問の

地位（以下、本項において「従

前の地位」という。）を喪失し

た場合には、従前の地位を喪失

した日から45日間に限り、新株

予約権を行使することができ

る。また、新株予約権者が身体障

害等により就労不能となったこ

とを原因として従前の地位を喪

失した場合には、従前の地位を

喪失した日から6ヶ月間に限り、

新株予約権を行使することがで

きる。ただし、本項の規定が新株

予約権者の居住する国の強行法

規に違反する等の特別な理由が

あり、当社取締役会で正当と認

められた場合はこの限りでは

ない。

２　新株予約権者が死亡した場合、

相続人は新株予約権者が死亡

した日から6ヶ月以内に当社所

定の新株予約権の相続のため

の手続きを行うことにより、当

該6ヶ月以内に限り、新株予約

権を行使することができる。た

だし、本項の規定が新株予約権

者の居住する国の強行法規に違

反する等の特別な理由があり、

当社取締役会で正当と認めら

れた場合はこの限りではない。

同左
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中間会計期間末現在
(平成20年６月30日)

提出日の前月末現在
(平成20年８月31日)

新株予約権の行使の条件

３　新株予約権者は、株主総会及び

取締役会決議に基づき当社と

割当対象者との間で締結する

「新株予約権付与契約」に、新

株予約権の行使を制限する規

定がある場合には、その規定に

従い新株予約権を行使しなけ

ればならない。

４　その他の条件については、「新

株予約権付与契約」に定める

ところによる。なお、当社は新

株予約権の付与に際し、新株予

約権者に上記1.～3．の条件を

強化した内容で「新株予約権

付与契約」を締結することが

できるものとする。

 

同左

 

新株予約権の譲渡に関する事項
　新株予約権を譲渡する時は取締役

会の承認を要するものとする。
同左

代用払込みに関する事項 該当事項はありません。 同左

組織再編成行為に伴う新株予約権
の交付に関する事項

該当事項はありません。 同左

（注）１　新株予約権1個につき目的となる株式数は、500株であります。
     ２　当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとし、調整

の結果生じる1株未満の株式については、これを切り捨てるものとする。
調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率
また、当社が合併または会社分割を行う場合等、株式数の調整を必要とする場合には、当社は目的たる株式数
の調整をすることができるものとする。

　　　３　新株予約権の発行日以降、当社が株式分割または株式併合を行う場合には、次の算式により行使価額を調整し、
調整の結果生じる1円未満の端数は切り上げるものとする。

調整後行使価額＝調整前行使価額　×

 

１

分割・併合の比率

また、当社が時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分をする場合（新株予約権、平成14年4月1
日改正前商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権及び同改正前商法第341条ノ8の規定に基づく新株引受
権付社債にかかる新株引受権の各行使による場合を除く。）、次の算式により行使価額を調整し、調整の結果
生じる1円未満の端数は切り上げるものとする。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×1株当たりの払込金額

新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行による増加株式数

上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除

した数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に、「新規

発行前の株価」を「処分前の株価」にそれぞれ読み替えるものとする。

また、当社が合併または会社分割を行う場合等、株式数の調整を必要とする場合には、当社は目的たる

株式数の調整を行うことができるものとする。
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⑧　会社法第238条及び第240条の規定に基づく新株予約権（平成19年8月28日取締役会の決議）

 
中間会計期間末現在
(平成20年6月30日)

提出日の前月末現在
(平成20年8月31日)

新株予約権の数 4,140個（注）１ 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 2,070,000株（注）２ 同左

新株予約権の行使時の払込金額 4,780円（注）３ 同左

新株予約権の行使期間
平成20年９月14日～
平成24年９月13日

同左

新株予約権の行使により株式を発行す

る場合の株式の発行価格及び資本組入

額

発行価格　　4,780円

資本組入額　2,390円
同左

新株予約権の行使の条件

1　新株予約権者が当社または当社子会

社の取締役、監査役、従業員、受入出

向者もしくは顧問の地位（以下本項

において「従前の地位」という。）

を喪失した場合には、従前の地位を

喪失した日から45日間に限り、新株

予約権を行使することができる。ま

た、新株予約権者が身体障害等によ

り就労不能となったことを原因とし

て従前の地位を喪失した場合には、

従前の地位を喪失した日から6ヶ月

間に限り、新株予約権を行使するこ

とができる。ただし、本項の規定が新

株予約権者の居住する国の強行法規

に違反する等の特別な理由があり、

当社取締役会で正当と認められた場

合はこの限りではない。

2　新株予約権者が死亡した場合、相続

人は新株予約権者が死亡した日か

ら6ヶ月以内に当社所定の新株予約

権の相続のための手続きを行うこ

とにより、当該6ヶ月以内に限り、新

株予約権を行使することができる。

ただし、本項の規定が新株予約権者

の居住する国の強行法規に違反する

等の特別な理由があり、当社取締役

会で正当と認められた場合はこの

限りではない。

 

 

 

同左
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中間会計期間末現在
(平成20年6月30日)

提出日の前月末現在
(平成20年8月31日)

新株予約権の行使の条件

3  新株予約権者は、株主総会及び取締

役会決議に基づき当社と割当対象

者との間で締結する「新株予約権

付与契約」に新株予約権の行使を

制限する規定がある場合には、その

規定に従い新株予約権を行使しな

ければならない。

4　新株予約権の質入その他担保権を

設定している場合は、行使を認め

ない。

5　その他の条件については、「新株予

約権付与契約」に定めるところに

よる。なお、当社は新株予約権の付

与に際し、新株予約権者に上記

1.2.および4.の条件を強化した内

容で「新株予約権付与契約」を締

結することができるものとする。

 

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡する時は取締役会

の承認を要するものとする 同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交

付に関する事項
（注）４

同左

新株予約権の取得条項に関する事項 （注）５ 同左

（注）１　新株予約権1個につき目的となる株式数は、500株であります。
２　当社が株式の分割または株式の併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものと
する。ただし、かかる調整は新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式
の数についてのみ行われ、調整の結果生じる1株未満の株式については、これを切り捨てるものとする。
調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

また、上記のほか、新株予約権の割当日後に、新株予約権の目的となる株式の数の調整を必要とする場合には、
合理的な範囲で当社は必要と認める株式の数の調整を行うものとする。

　　　３　新株予約権の割当日後、当社が株式の分割または株式の併合を行う場合には、次の算式により行使価額を調整
し、調整の結果生じる1円未満の端数は切り上げるものとする。

調整後行使価額＝調整前行使価額　×

 

１

分割・併合の比率

また、当社が時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分をする場合（新株予約権（新株予約権
付社債に付されたものを含む。）の行使、平成14年4月1日改正前商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権
（同改正前商法第341条ノ8の規定に基づく新株引受権付社債にかかる新株引受権を含む。）の行使、及び当社
普通株式に転換される証券もしくは転換できる証券の転換による場合を除く。）、次の算式により行使価額を
調整し、調整の結果生じる1円未満の端数は切り上げるものとする。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×1株当たりの払込金額

新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行による増加株式数

　 上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除した
数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に、「新規発行前
株価」を「処分前の株価」にそれぞれ読み替えるものとする。
また、上記のほか、新株予約権の割当日後に、当社が合併または会社分割を行う場合等、これらの場合に
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準じて取締役会の決議により合理的な範囲内で行使価額の調整を行うことができるものとする。
４　組織再編成行為時の取扱い
当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移
転（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生日
において残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの
場合につき、会社法第236条第1項第8号イからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」とい
う。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株
予約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に沿って
再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、合併契約、吸収分割契約、新設分割契約、株式交換契約または
株式移転計画において定めた場合に限るものとする。
①交付する再編対象会社の新株予約権の数
残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとす
る。
②新株予約権の目的となる再編対象会社の株式の種類
再編対象会社の普通株式とする
③新株予約権の目的となる再編対象会社の株式の数
組織再編行為の条件等を勘案の上、前記「新株予約権の目的となる株式の数」に準じて決定する。
④新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案の
上、前記「新株予約権の行使時の払込金額」で定められる行使価額を調整して得られる再編後払込金
額に上記③に従って決定される当該新株予約権の目的となる再編対象会社の株式の数を乗じて得られ
る額とする。
⑤新株予約権の権利行使期間
前記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権の権利行使期間の開始日と組織再編行為の効力
発生日のうちいずれか遅い日から、前記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権の権利行使
期間の満了日までとする。
⑥新株予約権の行使の条件
「新株予約権の行使の条件」に準じて決定する
⑦新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に関する事
項
前記「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」に準じて決
定する。
⑧新株予約権の取得に関する事項
注４の「新株予約権の取得条項に関する事項」に準じて決定する。
⑨譲渡による新株予約権の取得の制限
譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議（再編対象会社が取締役

会設置会社でない場合には、「取締役」とする。）による承認を要するものとする。
５　新株予約権の取得条項
①　当社が消滅会社となる合併契約書が承認されたときまたは当社が完全子会社となる株式交換契約書
承認の議案または株式移転の議案につき株主総会で承認されたとき（株主総会の承認が不要な場合
には取締役会決議がなされたとき）は、当社は、取締役会が別途定める日に、新株予約権を無償で取得
することができる。
②　当社は、取締役会が別途定める日に、新株予約権の全部又は一部を無償で取得することができる。取
得する新株予約権は、上記「新株予約権の行使の条件」1及び2の規定に従い、行使することができな
くなっている新株予約権とする。
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⑨　会社法第238条及び第240条の規定に基づく新株予約権（平成19年11月8日取締役会の決議）

 
中間会計期間末現在
(平成20年6月30日)

提出日の前月末現在
(平成20年8月31日)

新株予約権の数 2,200個（注）１ 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 1,100,000株（注）２ 同左

新株予約権の行使時の払込金額 4,240円（注）３ 同左

新株予約権の行使期間
平成20年11月26日～
平成24年11月25日

同左

新株予約権の行使により株式を発行す

る場合の株式の発行価格及び資本組入

額

発行価格　　4,240円

資本組入額　2,120円
同左

新株予約権の行使の条件

1　新株予約権者が当社または当社子会社

の取締役、監査役、従業員、受入出向者

もしくは顧問の地位（以下本項にお

いて「従前の地位」という。）を喪失

した場合には、従前の地位を喪失した

日から45日間に限り、新株予約権を行

使することができる。また、新株予約

権者が身体障害等により就労不能と

なったことを原因として従前の地位

を喪失した場合には、従前の地位を喪

失した日から6ヶ月間に限り、新株予

約権を行使することができる。ただ

し、本項の規定が新株予約権者の居住

する国の強行法規に違反する等の特

別な理由があり、当社取締役会で正当

と認められた場合はこの限りではな

い。

2　新株予約権者が死亡した場合、相続人

は新株予約権者が死亡した日から

6ヶ月以内に当社所定の新株予約権

の相続のための手続きを行うことに

より、当該6ヶ月以内に限り、新株予

約権を行使することができる。ただ

し、本項の規定が新株予約権者の居住

する国の強行法規に違反する等の特

別な理由があり、当社取締役会で正当

と認められた場合はこの限りではな

い。

 

同左
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中間会計期間末現在
(平成20年6月30日)

提出日の前月末現在
(平成20年8月31日)

新株予約権の行使の条件

3　新株予約権者は、株主総会及び取締役

会決議に基づき当社と割当対象者と

の間で締結する「新株予約権付与契

約」に、新株予約権の行使を制限す

る規定がある場合には、その規定に

従い新株予約権を行使しなければな

らない。

4　新株予約権の質入その他担保権を設

定している場合は、行使を認めない。

5　その他の条件については、「新株予約

権付与契約」に定めるところによ

る。なお、当社は新株予約権の付与に

際し、新株予約権者に上記1.2.およ

び4.の条件を強化した内容で「新株

予約権付与契約」を締結することが

できるものとする。

 

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡する時は取締役会の

承認を要するものとする。
同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交

付に関する事項
（注）４ 同左

新株予約権の取得条項に関する事項 （注）５ 同左

（注）１　新株予約権1個につき目的となる株式数は、500株であります。
 　　　 ２　当社が株式の分割または株式の併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとす

る。ただし、かかる調整は新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式
の数についてのみ行われ、調整の結果生じる1株未満の株式については、これを切り捨てるものとする。
調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

また、上記のほか、新株予約権の割当日後に、新株予約権の目的となる株式の数の調整を必要とする場合には、
合理的な範囲で当社は必要と認める株式の数の調整を行うものとする。

　　　３　新株予約権の割当日後、当社が株式の分割または株式の併合を行う場合には、次の算式により行使価額を調整
し、調整の結果生じる1円未満の端数は切り上げるものとする。

調整後行使価額＝調整前行使価額　×

 

１

分割・併合の比率

また、当社が時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分をする場合（新株予約権（新株予約権
付社債に付されたものを含む。）の行使、平成14年4月1日改正前商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権
（同改正前商法第341条ノ8の規定に基づく新株引受権付社債にかかる新株引受権を含む。）の行使、及び当社
普通株式に転換される証券もしくは転換できる証券の転換による場合を除く。）、次の算式により行使価額を
調整し、調整の結果生じる1円未満の端数は切り上げるものとする。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×1株当たりの払込金額

新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行による増加株式数

　 上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除し
た数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に、「新規発
行前の株価」を「処分前の株価」にそれぞれ読み替えるものとする。
　　また、上記のほか、新株予約権の割当日後に、当社が合併または会社分割を行う場合等、これらの場合に準
じて取締役会の決議により合理的な範囲内で行使価額の調整を行うことができるものとする。
４　組織再編成行為時の取扱い
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当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移
転（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生日
において残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの
場合につき、会社法第236条第1項第8号イからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」とい
う。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株
予約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に沿って
再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、合併契約、吸収分割契約、新設分割契約、株式交換契約または
株式移転計画において定めた場合に限るものとする。
①交付する再編対象会社の新株予約権の数
残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとす
る。
②新株予約権の目的となる再編対象会社の株式の種類
再編対象会社の普通株式とする
③新株予約権の目的となる再編対象会社の株式の数
組織再編行為の条件等を勘案の上、前記「新株予約権の目的となる株式の数」に準じて決定する。
④新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案の
上、前記「新株予約権の行使時の払込金額」で定められる行使価額を調整して得られる再編後払込
金額に上記③に従って決定される当該新株予約権の目的となる再編対象会社の株式の数を乗じて得
られる額とする。
⑤新株予約権の権利行使期間
前記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権の権利行使期間の開始日と組織再編行為の効力
発生日のうちいずれか遅い日から、前記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権の権利行使
期間の満了日までとする。
⑥新株予約権の行使の条件
前記「新株予約権の行使の条件」に準じて決定する
⑦新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に関する事
項
前記「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」に準じて決
定する。
⑧新株予約権の取得に関する事項
注４の「新株予約権の取得条項に関する事項」に準じて決定する。
⑨譲渡による新株予約権の取得の制限
譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議（再編対象会社が取締役
会設置会社でない場合には、「取締役」とする。）による承認を要するものとする。

５　新株予約権の取得条項に関する事項
①　当社が消滅会社となる合併契約書が承認されたときまたは当社が完全子会社となる株式交換契約書
承認の議案または株式移転の議案につき株主総会で承認されたとき（株主総会の承認が不要な場合
には取締役会決議がなされたとき）は、当社は、取締役会が別途定める日に、新株予約権を無償で取得
することができる。
②　当社は、取締役会が別途定める日に、新株予約権の全部又は一部を無償で取得することができる。取
得する新株予約権は、上記「新株予約権の行使の条件」1.及び2.の規定に従い、行使することができ
なくなっている新株予約権とする。
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⑩　会社法第238条及び第240条の規定に基づく新株予約権（平成20年6月13日取締役会の決議）

 
中間会計期間末現在
(平成20年6月30日)

提出日の前月末現在
(平成20年8月31日)

新株予約権の数 ― 5,049個（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― －

新株予約権の目的となる株式の種類 ― 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 ― 2,524,500株（注）２

新株予約権の行使時の払込金額 ― 3,500円（注）３

新株予約権の行使期間 ―
平成21年7月1日～
 平成25年6月30日

新株予約権の行使により株式を発行す

る場合の株式の発行価格及び資本組入

額

―
発行価格　　3,500円

資本組入額　1,750円

新株予約権の行使の条件 ―

1　新株予約権者が当社または当社子会

社の取締役、監査役、従業員、受入出

向者もしくは顧問の地位（以下本

項において「従前の地位」とい

う。）を喪失した場合には、新株予

約権者は従前の地位を喪失した日

から45日間に限り、新株予約権を行

使することができる。また、新株予

約権者が身体障害等により就労不

能となったことを原因として従前

の地位を喪失した場合には、新株予

約権者は従前の地位を喪失した日

から6ヶ月間に限り、新株予約権を

行使することができる。ただし、本

項の規定が新株予約権者の居住す

る国の強行法規に違反する等の特

別な理由があり、当社取締役会で正

当と認められた場合はこの限りで

はない。

2　新株予約権者が死亡した場合、新株

予約権者の相続人は新株予約権者

が死亡した日から6ヶ月以内に当

社所定の新株予約権の相続のため

の手続きを行うことにより、当該

6ヶ月以内に限り、新株予約権を行

使することができる。ただし、本項

の規定が新株予約権者の居住する

国の強行法規に違反する等の特別

な理由があり、当社取締役会で正

当と認められた場合はこの限りで

はない。
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中間会計期間末現在
(平成20年6月30日)

提出日の前月末現在
(平成20年8月31日)

新株予約権の行使の条件 ―

3　新株予約権者は、取締役会決議に

基づき当社と割当対象者との間

で締結する「新株予約権付与契

約」に、新株予約権の行使を制

限する規定がある場合には、そ

の規定に従い新株予約権を行使

しなければならない。

4　新株予約権の質入その他担保権

を設定している場合は、新株予

約権者による新株予約権の行使

を認めない。

5　その他の条件については、「新株

予約権付与契約」に定めるとこ

ろによる。なお、当社は新株予約

権の付与に際し、新株予約権者

に上記1.2.および4.の条件を強

化した内容で「新株予約権付与

契約」を締結することができる

ものとする。

 

新株予約権の譲渡に関する事項 ―
新株予約権を譲渡する時は取締役

会の承認を要するものとする。

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交

付に関する事項
― （注）４

新株予約権の取得条項に関する事項 ― （注）５

（注）１　新株予約権1個につき目的となる株式数は、500株であります。
 　　２　当社が株式の分割または株式の併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整を調整するも

のとする。ただし、かかる調整は新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的とな
る株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じる1株未満の株式については、これを切り捨てるものと
する。
調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率
また、上記のほか、新株予約権の割当日後に、新株予約権の目的となる株式の数の調整を必要とする場合に
は、合理的な範囲で当社は必要と認める株式の数の調整を行うものとする。

　　　３　新株予約権の割当日後、当社が株式の分割または株式の併合を行う場合には、次の算式により行使価額を調整
し、調整の結果生じる1円未満の端数は切り上げるものとする。

調整後行使価額＝調整前行使価額　×

 

１

分割・併合の比率

また、当社が時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分をする場合（新株予約権（新株予約権
付社債に付されたものを含む。）の行使、平成14年4月1日改正前商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権
（同改正前商法第341条ノ8の規定に基づく新株引受権付社債にかかる新株引受権を含む。）の行使、及び当社
普通株式に転換される証券もしくは転換できる証券の転換による場合を除く。）、次の算式により行使価額を
調整し、調整の結果生じる1円未満の端数は切り上げるものとする。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×1株当たりの払込金額

新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行による増加株式数
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　上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除した
数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に、「新規発行
前の株価」を「処分前の株価」にそれぞれ読み替えるものとする。
　　また、上記のほか、新株予約権の割当日後に、当社が合併または会社分割を行う場合等、これらの場合に準
じて取締役会の決議により合理的な範囲内で行使価額の調整を行うことができるものとする。
４　組織再編成行為時の取扱い
当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移
転（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生日
において残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの
場合につき、会社法第236条第1項第8号イからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」とい
う。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株
予約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に沿って
再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、合併契約、吸収分割契約、新設分割契約、株式交換契約または
株式移転計画において定めた場合に限るものとする。
①交付する再編対象会社の新株予約権の数
残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとす
る。
②新株予約権の目的となる再編対象会社の株式の種類
再編対象会社の普通株式とする
③新株予約権の目的となる再編対象会社の株式の数
組織再編行為の条件等を勘案の上、前記「新株予約権の目的となる株式の数」に準じて決定する。
④新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案の
上、前記「新株予約権の行使時の払込金額」で定められる行使価額を調整して得られる再編後払込
金額に上記③に従って決定される当該新株予約権の目的となる再編対象会社の株式の数を乗じて得
られる額とする。
⑤新株予約権の権利行使期間
前記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権の権利行使期間の開始日と組織再編行為の効力
発生日のうちいずれか遅い日から、前記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権の権利行使
期間の満了日までとする。
⑥新株予約権の行使の条件
前記「新株予約権の行使の条件」に準じて決定する
⑦新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に関する事
項
前記「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」に準じて決
定する。
⑧新株予約権の取得に関する事項
注４の「新株予約権の取得条項に関する事項」に準じて決定する。
⑨譲渡による新株予約権の取得の制限
譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議（再編対象会社が取締役
会設置会社でない場合には、「取締役」とする。）による承認を要するものとする。

５　新株予約権の取得条項に関する事項
(1)　当社が消滅会社となる合併契約書が承認されたときまたは当社が完全子会社となる株式交換契約
書承認の議案または株式移転の議案につき株主総会で承認されたとき（株主総会の承認が不要な場
合には取締役会決議がなされたとき）は、当社は、取締役会が別途定める日に、新株予約権を無償で取
得することができる。
(2)　当社は、取締役会が別途定める日に、新株予約権の全部又は一部を無償で取得することができる。取
得する新株予約権は、上記「新株予約権の行使の条件」１及び２の規定に従い、行使することができ
なくなっている新株予約権とする。
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⑪　旧商法第280条ノ19及び産業活力再生特別措置法第９条第１項、並びに当社旧定款第５条の２の規定に基づく新

株引受権(平成13年３月27日定時株主総会の特別決議)

 

 
中間会計期間末現在
(平成20年６月30日)

提出日の前月末現在
(平成20年８月31日)

新株引受権の数 － －

新株引受権のうち自己新株引受権
の数

－ －

新株引受権の目的となる株式の種
類

普通株式 同左

新株引受権の目的となる株式の数 707,000株（注）１  

新株引受権の行使時の払込金額 5,760円（注）２ 同左

新株引受権の行使期間
平成14年４月１日～
平成21年３月31日

同左

新株引受権の行使により株式を発
行する場合の株式の発行価格及び
資本組入額

発行価格　　　5,760円
資本組入額　　2,880円

同左

新株引受権の行使の条件

１　対象者が当社取締役もしくは従業

員または産業活力再生特別措置法

第9条第1項に定める特定関係事業

者である当社子会社の取締役もし

くは従業員の地位（以下本項にお

いて「従前の地位」という。）を

喪失した場合には、従前の地位を

喪失した日から45日間に限り、新

株引受権を行使できる。また、対象

者が身体障害等により就労不能と

なったことを原因として従前の地

位を喪失した場合には、従前の地位

を喪失した日から6ヶ月間に限り、

新株引受権を行使することができ

る。ただし、本項の規定が対象者の

居住する国の強行法規に違反する

等の特別な理由があり、当社取締役

会で正当と認められた場合はこの

限りではない。

２　前号の規定にかかわらず、対象者
が、当社または当社子会社(産業活
力再生特別措置法第９条第１項に
定める特定関係事業者でない当社
子会社を含む。)の従業員、取締役
または監査役に就職または就任す
るに伴い従前の地位を喪失した場
合においては、なお新株引受権を
行使できる。

同左
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中間会計期間末現在
(平成20年６月30日)

提出日の前月末現在
(平成20年８月31日)

新株予約権の行使の条件

３　新株引受権を付与された対象者

が死亡した場合は、対象者が死

亡した日から６ヶ月間に限り、

相続人が新株引受権を行使でき

る。ただし、本項の規定が対象者

の居住する国の強行法規に違反

する等の特別な理由があり、当社

取締役会で正当と認められた場

合はこの限りではない。

４　対象者は、新株引受権付与契約に

年間(１月１日から12月31日ま

での期間を指す)の行使限度額

に関する規定があるときは、そ

の規定に従って新株引受権を行

使しなければならない。

５　その他細目については、当社と対

象者との間で締結する新株引受

権付与契約に定めるところによ

る。

同左

新株引受権の譲渡に関する事項
新株引受権の譲渡、質入その他の処
分は認めない。

同左

代用払込みに関する事項 該当事項はありません。 同左

組織再編成行為に伴う新株引受権の
交付に関する事項

該当事項はありません。 同左

（注）１　当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式数を調整するものとし、調整の
結果生じる1株未満の株式については、これを切り捨てるものとする。

　　　　　　調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率
２　当社が株式分割等により分割・新規発行前の時価を下回る発行価額で新株を発行するときは、発行株式
数は次の算式により調整される。

調整後行使価額＝調整前行使価額　×

 

１

分割・併合の比率

　調整の結果生じる単位未満の株式については、これを切り捨てる。
時価を下回る価額による新株の発行が行われる場合は、発行価額は次の算定式により調整され、調整に
より生じる1円未満の端数は切り上げる。

調整後発行価額 ＝ 調整前発行価額 ×
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×1株当たりの払込金額

分割・新規発行前の株価

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数

　　　　また、株式の分割または併合が行われる場合、行使価額は分割または併合の比率に応じ比例的に調整されるも
のとし、調整の結果生じる1円未満の端数は切り上げる。
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(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成20年１月１日～
平成20年６月30日
(注)

242,000140,133,004288 18,127 288 20,849

(注) 　新株予約権の行使による増加であります。
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(5) 【大株主の状況】
平成20年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

トゥルーウェイ カンパニー リ
ミテッド　※a

ブリティッシュ バージンアイランズ トル
トーラ ロードタウンP.O.Box3151

20,186 14.40

ゲインウェイ エンタープライ

ズ リミテッド　※a
ブリティッシュ バージンアイランズ トル
トーラ ロードタウンP.O.Box3151

10,108 7.21

ステ－トストリートバンクアン
ドトラストカンパニー　※b

P.O.Box351 BOSTON MASSACHUSETTS
02101
U.S.A.

7,362 5.25

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町２-11-３ 7,177 5.12

日本トラスティ・サービス信
託銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１-８-11 6,519 4.65

チャン ミン ジャン 東京都港区 5,405 3.85

モルガンホワイトフライヤーズ
エキュイティディリヴェイティ
ヴ※b

902 MARKET STREET, WILMINGTON,
DELAWARE DE 19801 USA

4,391 3.13

ステートストリートバンクアン
ドトラストカンパニー505025※b

P.O.Box351 BOSTON MASSACHUSETTS
02101
U.S.A.

3,443 2.45

ジェーピーモルガンチェースバ
ンク380055※b

270 PARK AVENUE, NEW YORK, NY10017, 
UNITED STATES OF AMERICA

3,390 2.41

エムエルピーエフエスカスト
ディーアカウントナンバーツー
　※c

SOUTH TOWER WORLD FINANCIAL CENTER 
NEW YORK, N.Y. 10080 USA 

2,935 2.09

計 ― 70,919 50.60

(注)１　各大株主は、それぞれ次のとおり国内に常任代理人を設置しております。

　　　　※ａ　トレンドマイクロ株式会社法務部

　　　　東京都渋谷区代々木二丁目１-１　新宿マインズタワー

　　　　※ｂ　株式会社みずほコーポレート銀行兜町証券決済業務室

　　　　東京都中央区日本橋兜町６-７

　　　　※ｃ　メリルリンチ日本証券株式会社

　　　　東京都中央区日本橋一丁目４-１　日本橋一丁目ビルディング

２　各信託銀行の所有株式のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。

　　　　　　　日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口)　　　 7,175千株

　　日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口)　 6,427千株

３　平成20年6月30日現在、自己株式6,746千株(発行済株式総数に対する割合4.81％)を保有しておりま

す。

　４　野村證券株式会社並びにその共同保有者であるNOMURA INTERNATIONAL PLC及び野村アセットマネジ

メント株式会社から平成20年４月22日付けで提出された変更報告書No.６により、平成20年４月15

日現在でそれぞれ以下の株式を所有している旨の報告を受けておりますが、当中間期末現在におけ

る実質所有株式数の確認ができませんので、上記「大株主の状況」では考慮しておりません。

　　　　　　　　野村證券株式会社　　　　　　　　　   305千株

　　　　　　　　NOMURA INTERNATIONAL PLC　　　　 　  883千株

　　　　　　　　野村アセットマネジメント株式会社　 5,841千株

　　　　　５　キャピタル・ガーディアン・トラスト・カンパニー並びにその共同保有者であるキャピタル・インター

ナショナル・リミテッド、キャピタル・インターナショナル・インク、キャピタル・インターナ

ショナル・エス・エイ及びキャピタル・リサーチ・アンド・マネージメント・カンパニーから平

成20年６月18日付けで提出された変更報告書No.17により、平成20年６月11日現在でそれぞれ以下
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の株式を所有している旨の報告を受けておりますが、当中間期末現在における実質株式数の確認が

できませんので、上記「大株主の状況」では考慮しておりません。

キャピタル・ガーディアン・トラスト・カンパニー　　　　　　11,700千株

キャピタル・インターナショナル・リミテッド　　　　　　 　　2,098千株

キャピタル・インターナショナル・インク　　　　　　　　 　　2,381千株

キャピタル・インターナショナル・エス・エイ　　　　　　　　 　720千株

キャピタル・リサーチ・アンド・マネージメント・カンパニー　10,910千株

　　　　　６　JPモルガン・アセット・マネジメント株式会社並びにジェー・ピー・モルガン・ホワイトフライヤーズ

・インク及びジェー・ピー・モルガン・セキュリティーズ・リミテッドから平成20年６月20日付

けで提出された変更報告書No.1により、平成20年６月13日現在でそれぞれ以下の株式を所有してい

る旨の報告を受けておりますが、当中間期末現在における実質株式数の確認ができませんので、上

記「大株主の状況」では考慮しておりません。

JPモルガン・アセット・マネジメント株式会社　　　　　　3,420千株

ジェー・ピー・モルガン・ホワイトフライヤーズ・インク　4,385千株

ジェー・ピー・モルガン・セキュリティーズ・リミテッド　　676千株
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 (6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年６月30日現
在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 6,746,000

―
権利内容に何ら限定のない、当
社における標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式 133,349,500266,699 同上

単元未満株式 普通株式　37,504 ― 同上

発行済株式総数 140,133,004― ―

総株主の議決権 ― 266,699 ―

(注) １　単元未満株式には当社所有の自己株式108株が含まれております。

２　「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,500株(議決権3個)含まれてお

ります。

 

② 【自己株式等】

平成20年６月30日現
在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
トレンドマイクロ株式会
社

東京都渋谷区代々木
二丁目１番１号
新宿マインズタワー

6,746,000 - 6,746,0004.81

計 ― 6,746,000 - 6,746,0004.81
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２ 【株価の推移】

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】

 

月別 平成20年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月

最高(円) 3,970 3,850 4,030 4,270 4,010 3,760

最低(円) 3,300 3,130 3,320 3,750 3,570 3,390

(注) １　最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

２　当社株式の１単元の株式数は500株であります。

 

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありませ

ん。
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第５ 【経理の状況】

１　中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について

(1) 　当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成

11年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、前中間連結会計期間（平成19年１月１日から平成19年６月30日まで）は、改正前の中間

連結財務諸表規則に基づき、当中間連結会計期間（平成20年１月１日から平成20年６月30日ま

で）は、改正後の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

　　　また、百万円未満を切り捨てて表示しております。

 

(2) 　当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大

蔵省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　　　なお、前中間会計期間（平成19年１月１日から平成19年６月30日まで）は、改正前の中間財務諸表

等規則に基づき、当中間会計期間（平成20年１月１日から平成20年６月30日まで）は、改正後の

中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。

　　　また、百万円未満を切り捨てて表示しております。

 

２　監査証明について

当社は、前中間連結会計期間(平成19年１月１日から平成19年６月30日まで)及び前中間会計期間

(平成19年１月１日から平成19年６月30日まで)は証券取引法第193条の２の規定に基づき、また当中

間連結会計期間 (平成20年１月１日から平成20年６月30日まで)及び当中間会計期間(平成20年１月

１日から平成20年６月30日まで)は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、それぞれ中

間連結財務諸表並びに中間財務諸表について、あずさ監査法人により中間監査を受けております。

 

３  金額の表示単位の変更について

　　当社の中間連結財務諸表及び中間財務諸表に掲記される科目、その他の事項の金額については、従来、

千円単位で記載しておりましたが、当中間連結会計期間及び当中間会計期間より百万円単位で記載す

ることに変更いたしました。なお、比較を容易にするため、前連結会計期間及び前中間連結会計期間に

ついても百万円単位に組替え表示しております。
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１ 【中間連結財務諸表等】

(1) 【中間連結財務諸表】

① 【中間連結貸借対照表】

 

  
前中間連結会計期間末

(平成19年６月30日)

当中間連結会計期間末

(平成20年６月30日)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表

(平成19年12月31日)

区分
注記

番号
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)

(資産の部)           

Ⅰ　流動資産           

１　現金及び預金   79,290  67,299  54,091 

２　受取手形及び

売掛金
  21,778  21,889  26,672 

３　有価証券   30,202  42,816  58,021 

４　たな卸資産   860   514   525  

５　繰延税金資産   9,652   11,325   10,734 

６　その他   3,320   4,444   4,606 

　貸倒引当金   △751   △832   △828  

流動資産合計   144,354 82.9  147,455 78.2  153,82476.5

Ⅱ　固定資産           

１　有形固定資産           

(1) 器具及び備

品
※１ 3,001   3,922   3,855   

(2) その他 ※１ 965 3,966  1,1205,042  954 4,809 

２　無形固定資産           

(1) ソフトウェ

ア
 －   3,132   2,873   

(2) 販売目的

　　ソフトウェア
 1,057   －   －   

(3) のれん  1,651   2,747   2,790   

(4) その他  1,9704,679  996 6,876  1,3186,982 

３　投資その他の

資産
          

(1) 投資有価

証券
 14,383   19,684   27,328   

(2) 関係会社

株式
 237   239   268   

(3) 繰延税金

資産
 5,616   8,430   7,135   

(4) その他  979   818   717   

  貸倒引当金  － 21,217  △13 29,159  △15 35,435 
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固定資産合計   29,862 17.1  41,078 21.8  47,22723.5

資産合計   174,217 100.0  188,533 100.0  201,052100.0
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前中間連結会計期間末

(平成19年６月30日)

当中間連結会計期間末

(平成20年６月30日)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表

(平成19年12月31日)

区分
注記

番号
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)

(負債の部)           

Ⅰ　流動負債           

１　支払手形及び買掛金   1,132  830  775 

２　未払金   2,348  2,795  2,868 

３　未払費用   2,898  3,938  3,924 

４　未払法人税等   7,305  6,719  9,223 

５　賞与引当金   1,395  1,324  1,345 

６　返品調整引当金   476   487   641  

７　短期繰延収益   50,765  54,773  54,620 

８　その他 ※２  3,121  2,476  2,971 

流動負債合計   69,44439.9  73,34738.9  76,37138.0

Ⅱ　固定負債           

１　長期繰延収益   11,149  15,043  12,833 

２　退職給付引当金   1,275  1,410  1,098 

３　その他   21   14   17  

固定負債合計   12,4467.1  16,4678.7  13,9496.9

負債合計   81,89147.0  89,81547.6  90,32144.9

           

(純資産の部)           

Ⅰ　株主資本           

１　資本金   13,891  18,127  17,838 

２　資本剰余金   16,614  20,849  20,561 

３　利益剰余金   71,040  76,577  83,116 

４　自己株式   △16,510  △21,874  △15,140 

株主資本合計   85,03648.8  93,67949.7  106,37552.9

Ⅱ　評価・換算差額等           

１　その他有価証券
　　評価差額金

  1,558  588   △39  

２　為替換算調整勘定   4,652  1,874  2,827 

評価・換算差額等
合計

  6,2103.6  2,4621.3  2,7881.4

Ⅲ　新株予約権   1,0690.6  2,5591.4  1,5500.8

Ⅳ　少数株主持分   9 0.0  170.0  160.0

純資産合計   92,32553.0  98,71852.4  110,73055.1

負債純資産合計   174,217100.0  188,533100.0  201,052100.0
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② 【中間連結損益計算書】

 

  
前中間連結会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間

(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度の
要約損益計算書

(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高   48,390100.0  51,709100.0  99,805100.0

Ⅱ　売上原価   8,54017.6  7,91415.3  17,22017.3

売上総利益   39,84982.4  43,79584.7  82,58482.7

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※１  23,61248.8  26,90452.0  49,10849.2

営業利益   16,23733.6  16,89032.7  33,47633.5

Ⅳ　営業外収益           

１　受取利息  1,304   1,550   2,969   

２　有価証券売却益  318   93   2,521   

３　持分法による
投資利益

 33   16   63   

４　為替差益  153   －   －   

５　その他  61 1,8723.8 42 1,7033.3 276 5,8315.9

Ⅴ　営業外費用           

１　支払利息  　5   3   13   

２　有価証券売却損  6   385   71   

３　為替差損  －   1,350   1,001   

４　その他  34 46 0.1 23 1,7623.4 123 1,2101.2

経常利益   18,06337.3  16,83032.6  38,09638.2

Ⅵ　特別利益           

１　貸倒引当金戻入益  －   42   33   

２　新株予約権戻入益  － － － － 42 0.1 5 39 0.0

Ⅶ　特別損失           

１　固定資産除却損 ※２ 31   －   35   

２  投資有価証券
評価損

 －   1,962   114   

３　訴訟和解金  － 31 0.1 241 2,2034.3 － 150 0.1

税金等調整前
中間(当期)純利益

  18,03137.2  14,66928.4  37,98538.1

法人税、住民税
及び事業税

 8,492   8,624   17,885   

法人税等調整額  △1,930 6,56113.5△2,487 6,13611.9△3,46714,41714.5

少数株主損益   0 0.0  1 0.0  5 0.0

中間(当期)純利益   11,46923.7  8,53116.5  23,56123.6
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③ 【中間連結株主資本等変動計算書】

前中間連結会計期間(自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　金額(百万円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年12月31日 残高 13,479　 16,202　 70,779　 △14,166 86,294

中間連結会計期間中の変動額 　 　 　　 　 　

新株の発行 412　 412　 　　 　 824

剰余金の配当 　 　 △11,158 　 △11,158

中間純利益 　 　 11,469 　 11,469

自己株式の処分 　 　 　　 196　 196

自己株式処分差損 　 　 △50 　 △50

自己株式の取得 　 　 　　 △2,540 △2,540

株主資本以外の項目の

中間連結会計期間中変動額(純額)
　 　 　　 　 　

中間連結会計期間中の変動額合計 412　 412　 260　 △2,343 △1,258

平成19年6月30日 残高 13,891　 16,614　 71,040　 △16,510 85,036

 

 評価・換算差額等

新株予約権 少数株主持分 純資産合計
 

その他有価証

券評価差額金

為替換算

調整勘定

平成18年12月31日 残高 978 2,929 425 6 90,635

中間連結会計期間中の変動額   　 　  

新株の発行   　 　 824

剰余金の配当   　 　 △11,158

中間純利益   　 　 11,469

自己株式の処分   　 　 196

自己株式処分差損   　 　 △50

自己株式の取得   　 　 △2,540

株主資本以外の項目の

中間連結会計期間中変動額(純額)
579 1,722 643 2 2,948

中間連結会計期間中の変動額合計 579 1,722 643 2 1,690

平成19年6月30日 残高 1,558 4,652 1,069 9 92,325
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当中間連結会計期間(自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　金額(百万円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年12月31日 残高 17,838 20,561 83,116 △15,140 106,375

中間連結会計期間中の変動額      

新株の発行 279 279   559

新株予約権からの振替 8 8   17

剰余金の配当   △14,992  △14,992

中間純利益   8,531  8,531

自己株式の処分   △77 263 186

自己株式の取得    △6,997 △6,997

株主資本以外の項目の

中間連結会計期間中変動額(純額)
     

中間連結会計期間中の変動額合計 288 288 △6,538 △6,733 △12,695

平成20年６月30日 残高 18,127 20,849 76,577 △21,874 93,679

 

 評価・換算差額等

新株予約権 少数株主持分 純資産合計
 

その他有価証

券評価差額金

為替換算

調整勘定

平成19年12月31日 残高 △39 2,827 1,550 16 110,730

中間連結会計期間中の変動額      

新株の発行     559

新株予約権からの振替     17

剰余金の配当     △14,992

中間純利益     8,531

自己株式の処分     186

自己株式の取得     △6,997

株主資本以外の項目の

中間連結会計期間中変動額(純額)
627 △953 1,008 0 683

中間連結会計期間中の変動額合計 627 △953 1,008 0 △12,011

平成20年６月30日 残高 588 1,874 2,559 17 98,718
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前連結会計年度の要約連結株主資本等変動計算書(自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)

金額(百万円)

 

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年12月31日 残高 13,479　 16,202　 70,779　 △14,166 86,294

連結会計年度中の変動額      

新株の発行 4,239 4,238   8,477

新株予約権からの振替 120 120   240

剰余金の配当   △11,158  △11,158

当期純利益   23,561  23,561

自己株式の処分   △67 1,572 1,505

自己株式の取得    △2,546 △2,546

株主資本以外の項目の連結

会計年度中変動額(純額)
     

連結会計年度中の変動額合計 4,359 4,358 12,336 △974 20,080

平成19年12月31日 残高 17,838 20,561 83,116 △15,140 106,375

 

 評価・換算差額等

新株予約権 少数株主持分 純資産合計
 

その他有価証

券評価差額金

為替換算

調整勘定

平成18年12月31日 残高 978 2,929 425 6 90,635

連結会計年度中の変動額      

新株の発行     8,477

新株予約権からの振替     240

剰余金の配当     △11,158

当期純利益     23,561

自己株式の処分     1,505

自己株式の取得     △2,546

株主資本以外の項目の連結

会計年度中変動額(純額)
△1,017 △102 1,125 9 15

連結会計年度中の変動額合計 △1,017 △102 1,125 9 20,095

平成19年12月31日 残高 △39 2,827 1,550 16 110,730
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④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  
前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

営業活動によるキャッシュ・フロー：     

税金等調整前中間（当期）純利益  18,031 14,669 37,985

減価償却費  1,788 2,138 4,001

株式報酬費用  643 1,026 1,399

のれん償却額  300 507 646

貸倒引当金の増減額  189 16 321

返品調整引当金の増減額  260 △153 412

退職給付引当金の増減額  245 301 125

受取利息  △1,304 △1,550 △2,969

持分法による投資損益  △33 △16 △63

有価証券売却損益  △312 292 △2,450

投資有価証券評価損  - 1,962 114

固定資産除売却損益  31 - 34

訴訟和解金  - 241 -

売上債権の増減額  △521 4,284 △5,735

たな卸資産の増減額  △148 △10 144

仕入債務の増減額  △490 58 △838

繰延収益の増減額  7,458 3,521 14,379

支払利息  5 3 13

その他営業活動によるキャッシュ・フロー  △454 △308 935

小計  25,690 26,982 48,456

利息及び配当等の受取額  1,303 1,325 2,689

法人税等の支払額  △10,997 △11,085 △18,765

訴訟和解金支払額  - △126 -

利息の支払額  △8 △1 △13

営業活動によるキャッシュ・フロー  15,987 17,094 32,366

投資活動によるキャッシュ・フロー：     

定期預金の純増減額  △733 759 △1,209

有価証券・投資有価証券の取得による支出  △14,757 △13,269 △136,132

有価証券・投資有価証券の売却・償還による収入  13,702 34,089 92,444

有形固定資産の取得による支出  △1,030 △1,302 △2,919

無形固定資産の取得による支出  △985 △1,270 △3,366

連結範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出 ※２ - △657 △2,576

その他投資活動によるキャッシュ・フロー  - 13 △7

投資活動によるキャッシュ・フロー  △3,804 18,362 △53,768

財務活動によるキャッシュ・フロー：     

株式の発行による収入  824 559 8,477

自己株式の取得による支出  △2,540 △6,997 △2,546

自己株式の処分による収入  145 186 1,505

配当金の支払額  △11,138 △14,977 △11,148

財務活動によるキャッシュ・フロー  △12,707 △21,229 △3,711

現金及び現金同等物に係る換算差額  2,370 △312 1,284

現金及び現金同等物の増減額  1,846 13,914 △23,829

現金及び現金同等物の期首残高  76,196 52,367 76,196
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現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 ※１ 78,043 66,281 52,367
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

前中間連結会計期間

(自　平成19年１月１日

   至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間

(自　平成20年１月１日

   至　平成20年６月30日)

前連結会計年度

(自　平成19年１月１日

    至　平成19年12月31日)

１ 中間連結財務諸表の作成基準

について
―――――――――

１ 連結財務諸表の作成基準につ

いて

当社の中間連結財務諸表は、従

来「中間連結財務諸表の用語、様

式及び作成方法に関する規則」

(平成11年大蔵省令第24号、以下

「中間連結財務諸表規則」とい

う。)第81条の規定により、米国に

おいて一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準に準拠して

作成しておりましたが、当中間連

結会計期間より、我が国において

一般に公正妥当と認められる企

業会計の基準を採用し、「中間連

結財務諸表規則」に準拠して作

成することに変更いたしました。

 当社の連結財務諸表は、従来

「連結財務諸表の用語、様式及び

作成方法に関する規則」(昭和51

年大蔵省令第28号、以下「連結財

務諸表規則」という。)第93条の

規定により、米国において一般に

公正妥当と認められる企業会計

の基準に準拠して作成(以下「米

国基準」という。)しておりまし

たが、当連結会計年度より、我が

国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準を採用

し、「連結財務諸表規則」に準拠

して作成することに変更いたし

ました。

これは、平成19年５月31日付で

の米国NASDAQ市場から当社

ADR(米国預託証券)の上場廃止及

びSEC(米国証券取引委員会)から

の登録廃止の申請に伴うもので

あります。

 これは、平成19年５月31日付で

の米国NASDAQ市場から当社

ADR(米国預託証券)の上場廃止及

びその後のSEC(米国証券取引委

員会)からの登録廃止に伴うもの

であります。

２　連結の範囲に関する事項 ２　連結の範囲に関する事項 ２　連結の範囲に関する事項

(１) 連結子会社の数　19社 (１) 連結子会社の数　22社 (１) 連結子会社の数　20社

主要な連結子会社の名称 主要な連結子会社の名称 主要な連結子会社の名称

Trend Micro Inc.Trend Micro Inc.Trend Micro Inc.

Trend Micro (EMEA)

Limited

Trend Micro (EMEA)

Limited

Trend Micro (EMEA)

Limited

Trend Micro France SATrend Micro France SATrend Micro France SA

(２) 非連結子会社 (２) 非連結子会社 (２) 非連結子会社

該当ありません。 該当ありません。 該当ありません。

３　持分法の適用に関する事項 ３　持分法の適用に関する事項 ３　持分法の適用に関する事項

(１) 持分法を適用した関連会社

数　２社
同左 同左

関連会社の名称

ソフトトレンドキャピタル

株式会社

ネットスター株式会社

  

(２) 持分法を適用していない非
連結子会社及び関連会社

  

該当ありません。   

４　連結子会社の中間決算日等に
関する事項

４　連結子会社の中間決算日等に
関する事項

４　連結子会社の決算日等に関す
る事項

すべての連結子会社の中間決
算日は、中間連結決算日と一致し
ております。

同左 すべての連結子会社の決算日
は、連結決算日と一致しておりま
す。
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前中間連結会計期間

(自　平成19年１月１日

   至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間

(自　平成20年１月１日

   至　平成20年６月30日)

前連結会計年度

(自　平成19年１月１日

    至　平成19年12月31日)

５　会計処理基準に関する事項 ５　会計処理基準に関する事項 ５　会計処理基準に関する事項
(１)重要な資産の評価基準及び
評価方法
①有価証券

(１)重要な資産の評価基準及び
評価方法
①有価証券

(１)重要な資産の評価基準及び
評価方法
①有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

その他有価証券
時価のあるもの

その他有価証券

時価のあるもの

中間連結決算日の市場価

格等に基づく時価法(評価

差額は、全部純資産直入法

により処理し、売却原価は

移動平均法により算定)

同左 連結決算日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額は、全

部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定)

時価のないもの

　　移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

時価のないもの

同左

②たな卸資産 ②たな卸資産 ②たな卸資産

移動平均法による原価法

なお、収益性が低下した棚

卸資産については、帳簿価額

を切り下げております。

同左 同左

(２)重要な減価償却資産の減価

償却の方法

(２)重要な減価償却資産の減価

償却の方法

(２)重要な減価償却資産の減価

償却の方法

①有形固定資産 ①有形固定資産 ①有形固定資産

主として当社は定率法、

連結子会社は定額法によっ

ております。

同左 同左

なお、主な耐用年数は次

のとおりであります。

  

器具及び備品

主として２～10年

  

②無形固定資産

a市場販売目的のソフトウェ

ア

②無形固定資産

a市場販売目的のソフトウェ

ア

②無形固定資産

a市場販売目的のソフトウェ

ア

見込有効期間(12ヶ月)に基

づく定額法

同左 同左

b自社利用のソフトウェア b自社利用のソフトウェア b自社利用のソフトウェア

社内における見込利用可能

期間 (主に５年)に基づく定

額法

同左 同左

cその他の無形固定資産

見込有効期間に基づく定額

法

cその他の無形固定資産

同左

cその他の無形固定資産

同左

(３)重要な引当金の計上基準 (３)重要な引当金の計上基準 (３)重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金 ①貸倒引当金 ①貸倒引当金

債権の貸倒による損失に

備えるため、一般債権につ

いては、貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等の特定の債

権については、個別に回収

可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しておりま

す。

同左 同左
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前中間連結会計期間

(自　平成19年１月１日

   至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間

(自　平成20年１月１日

   至　平成20年６月30日)

前連結会計年度

(自　平成19年１月１日

    至　平成19年12月31日)

②返品調整引当金

当中間連結会計期間末に

予想される返品による損失

に備えるため、過去の返品

率に基づき計上しておりま

す。

②返品調整引当金

同左

②返品調整引当金

当連結会計年度末に予想

される返品による損失に備

えるため、過去の返品率に

基づき計上しております。

③賞与引当金

従業員の賞与の支給に充

てるため、賞与支給見込額

に基づき計上しておりま

す。

③賞与引当金

同左

③賞与引当金

同左

④退職給付引当金

従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末

における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づ

き、当中間連結会計期間末

において発生していると認

められる額を計上しており

ます。

④退職給付引当金

同左

④退職給付引当金

従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末

における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づ

き、計上しております。

数理計算上の差異につい

ては、各連結会計年度の発

生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数(1

～23年)による按分金額を

それぞれ発生の翌連結会計

年度より費用処理しており

ます。

 数理計算上の差異につい

ては、各連結会計年度の発

生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数(1

～23年)による按分金額を

それぞれ発生の翌連結会計

年度より費用処理しており

ます。

過去勤務差異について

は、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一

定の年数(24年)による按分

額を費用処理しておりま

す。

 過去勤務差異について

は、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一

定の年数(24年)による按分

額を費用処理しておりま

す。
(４)中間連結財務諸表の作成の
基礎となった連結会社の中間財
務諸表の作成に当たって採用し
た重要な外貨建の資産または負
債の本邦通貨への換算の基準

(４)中間連結財務諸表の作成の
基礎となった連結会社の中間財
務諸表の作成に当たって採用し
た重要な外貨建の資産または負
債の本邦通貨への換算の基準

(４)連結財務諸表の作成の基礎
となった連結会社の財務諸表の
作成に当たって採用した重要な
外貨建の資産または負債の本邦
通貨への換算の基準

外貨建金銭債権・債務は
中間連結決算日の直物為替
相場で円貨に換算し、換算差
額は損益として処理してお
ります。

同左
 

外貨建金銭債権・債務は
連結決算日の直物為替相場
で円貨に換算し、換算差額は
損益として処理しておりま
す。

在外子会社等の資産及び
負債は、中間連結決算日の直
物為替相場により円貨に換
算し、収益及び費用は期中平
均相場により円貨に換算し、
換算差額は純資産の部にお
ける為替換算調整勘定及び
少数株主持分に含めて計上
しております。

 在外子会社等の資産及び
負債は、連結決算日の直物為
替相場により円貨に換算し、
収益及び費用は期中平均相
場により円貨に換算し、換算
差額は純資産の部における
為替換算調整勘定及び少数
株主持分に含めて計上して
おります。
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前中間連結会計期間

(自　平成19年１月１日

   至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間

(自　平成20年１月１日

   至　平成20年６月30日)

前連結会計年度

(自　平成19年１月１日

    至　平成19年12月31日)

(５)リース取引の処理方法
リース物件の所有権が借
主に移転すると認められる
もの以外のファイナンス・
リース取引については、通常
の賃貸借取引に係る方法に
準じた会計処理によってお
ります。

(５)リース取引の処理方法
同左

(５)リース取引の処理方法
同左

(６)その他中間連結財務諸表作
成のための重要な事項

(６)その他中間連結財務諸表作
成のための重要な事項

(６) その他連結財務諸表作成の
ための重要な事項

①消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の
会計処理は税抜方式によっ
ております。

①消費税等の会計処理
同左

①消費税等の会計処理
同左

② ポストコントラクト・カ
スタマー・サポートに係る
売上計上基準

② ポストコントラクト・カス
タマー・サポートに係る売上
計上基準

② ポストコントラクト・カ
スタマー・サポートに係る売
上計上基準

ソフトウェア製品の販売
に関して顧客との間で締結
するソフトウェア製品使用
許諾契約は、通常、使用許諾
後一定期間にわたるポスト
コントラクト・カスタマー
・サポート(カスタマー・サ
ポート、製品のアップグレー
ド及びウィルス・パターン
・ファイルのアップグレー
ド等から構成される)条項を
含んでおります。

同左 同左

ポストコントラクト・カ
スタマー・サポートの対価
部分を見積り公正価値に基
づき把握し、製品使用許諾時
に約定サポート期間に応じ
て流動負債の「短期繰延収
益」勘定及び固定負債の
「長期繰延収益」勘定とし
て繰延処理し、当該期間に
渡って均等に売上計上する
会計処理方法を採用してお
ります。

  

６  連結子会社の資産及び負債

の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の

評価方法は、全面時価評価法に

よっております。

６  連結子会社の資産及び負債

の評価に関する事項

　　　同左

６  連結子会社の資産及び負債

の評価に関する事項

　　同左

７  のれんの償却に関する事項

のれんは、20年以内のその効果

の発現する期間で均等償却して

おります。

７  のれんの償却に関する事項

　　　同左

７  のれんの償却に関する事項

　　同左
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前中間連結会計期間

(自　平成19年１月１日

   至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間

(自　平成20年１月１日

   至　平成20年６月30日)

前連結会計年度

(自　平成19年１月１日

    至　平成19年12月31日)

８　中間連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲

８　中間連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲

８　連結キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

手許現金、要求払預金及び取得

日から３ヶ月以内に満期日また

は償還日の到来する流動性の高

い、容易に換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少なリス

クしか負わない短期的な投資で

あります。

同左 同左

 
 
中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前中間連結会計期間

(自　平成19年１月１日

   至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間

(自　平成20年１月１日

   至　平成20年６月30日)

前連結会計年度

(自　平成19年１月１日

    至　平成19年12月31日)

(棚卸資産の評価に関する会計基
準)

――――――――― (棚卸資産の評価に関する会計基
準)

「棚卸資産の評価に関する会
計基準」(企業会計基準第９号　
平成18年７月５日)が平成20年３
月31日以前に開始する連結会計
年度から適用できることになっ
たことに伴い、当中間連結会計期
間から当該会計基準を適用して
おります。なお、これによる損益
に与える影響はありません。

 「棚卸資産の評価に関する会
計基準」(企業会計基準第９号　
平成18年７月５日)が平成20年３
月31日以前に開始する連結会計
年度から適用できることになっ
たことに伴い、当連結会計年度よ
り同会計基準を適用しておりま
す。なお、これによる損益に与え
る影響はありません。

(減価償却方法の変更) ――――――――― (減価償却方法の変更)

当中間連結会計期間より、法人
税法の改正に伴い、当社の減価償
却資産の減価償却方法を改正後
の法人税法による方法に変更し
ております。なお、この変更によ
る影響額は軽微であります。

 当連結会計年度より、法人税法
の改正に伴い、当社の減価償却資
産の減価償却方法を改正後の法
人税法による方法に変更してお
ります。なお、この変更による影
響額は軽微であります。
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追加情報

前中間連結会計期間

(自　平成19年１月１日

   至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間

(自　平成20年１月１日

   至　平成20年６月30日)

前連結会計年度

(自　平成19年１月１日

    至　平成19年12月31日)

(売上高の計上方法) ――――――――― (売上高の計上方法)

製品出荷を伴う売上につい
て、従来は中間連結決算末日の未
着品については下期の売上とし
て計上しておりましたが、当中間
連結会計期間より中間連結決算
末日の未着品についても当中間
連結会計期間の売上として計上
することにいたしました。

 製品出荷を伴う売上につい
て、従来は連結決算末日の未着品
については翌連結会計年度上期
の売上として計上しておりまし
たが、当連結会計年度より連結決
算末日の未着品についても当連
結会計年度の売上として計上す
ることにいたしました。

これは、業務フローの見直し
に伴い画一的な出荷処理及び事
務処理の簡便化などを目的にし
たことであります。なお、この変
更による影響額は軽微でありま
す。

 これは、業務フローの見直し
に伴い画一的な出荷処理及び事
務処理の簡便化などを目的にし
たことであります。なお、この変
更による影響額は軽微でありま
す。

――――――――― (減価償却の方法) ―――――――――

 　当社は法人税法改正に伴い、平

成19年３月31日以前に取得した

資産については、改正前の法人税

法に基づく減価償却の方法の適

用により取得価額の５％に到達

した連結会計年度の翌連結会計

年度より、取得価額の５％相当額

と備忘価額との差額を５年間に

わたり均等償却し、減価償却費に

含めて計上しています。なお、こ

の変更による影響は軽微であり

ます。
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注記事項
（中間連結貸借対照表関係）

前中間連結会計期間末
(平成19年６月30日)

当中間連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末
(平成19年12月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

6,091百万円

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

7,523百万円

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

  6,761百万円

※２　消費税等の取扱い

仮払消費税等及び仮受消費税等は

相殺のうえ、流動負債の「その他」

に含めて表示しております。

※２　消費税等の取扱い

同左

―――――――――

 
（中間連結損益計算書関係）

前中間連結会計期間

(自　平成19年１月１日

至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間

(自　平成20年１月１日

至　平成20年６月30日)

前連結会計年度

(自　平成19年１月１日

至　平成19年12月31日)
※１　販売費及び一般管理費の主要

項目
※１　販売費及び一般管理費の主要

項目
※１　販売費及び一般管理費の主要

項目

広告宣伝費 1,129百万円

販売促進費 2,491百万円

従業員給料・
賞与

9,208百万円

支払手数料 2,257百万円

減価償却費 984百万円

通信費 1,422百万円

旅費交通費 1,135百万円

研究開発費 2,055百万円
　

広告宣伝費 1,065百万円

販売促進費 3,598百万円

従業員給料 9,120百万円

賞与引当金
繰入額

1,080百万円

支払手数料 2,600百万円

減価償却費 1,400百万円

通信費 1,272百万円

旅費交通費 946百万円

研究開発費 2,730百万円
　

広告宣伝費 2,139百万円

販売促進費 5,473百万円

従業員給料 17,770百万円

賞与引当金
繰入額

1,066百万円

支払手数料 4,637百万円

減価償却費 2,096百万円

通信費 3,126百万円

旅費交通費 2,378百万円

研究開発費 4,237百万円
　

※２　固定資産除却損の内訳

器具及び備品 31百万円
　

――――――――― ※２　固定資産除却損の内訳

器具及び備品 35百万円
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（中間連結株主資本等変動計算書関係）
 
前中間連結会計期間(自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日) 
 
１ 発行済株式に関する事項

(単位：株)

株式の種類
前連結会計年度末

株式数

当中間

連結会計期間

増加株式数

当中間

連結会計期間

減少株式数

当中間

連結会計期間末

株式数

　　普通株式 137,344,504 369,500 ― 137,714,004

 

　(変動理由の概要)

　　普通株式の増加 369,500株は、新株予約権の行使によるものであります。

 

２ 自己株式に関する事項

(単位：株)

株式の種類
前連結会計年度末

株式数

当中間

連結会計期間

増加株式数

当中間

連結会計期間

減少株式数

当中間

連結会計期間末

株式数

 
　　普通株式
　　　

4,509,612 820,897 65,000 5,265,509

　

(変動理由の概要) 

　　自己株式の増加 820,897株は、単元未満株式の買い取りによる取得1,897株と市場買付による取得 819,000株

であります。

　　自己株式の減少 65,000株は、新株予約権の権利行使時における自己株式代用数であります。

 

３   新株予約権等に関する事項

 

新株予約権

の内訳

新株予約権

の目的とな

る株式の種

類

新株予約権の目的となる株式の数(株)
当中間連結

会計期間末

(百万円)

前連結会計

年度末

当中間連結

会計期間中

の増加

当中間連結会

計期間中の減

少

当中間連結

会計期間末

ストック・

オプション

としての

新株予約権

普通株式 14,603,000― 434,50014,168,5001,069

 

(変動理由の概要) 

　　新株予約権の減少 434,500株は、新株予約権の行使によるものであります。

 

(注)ストック・オプションとしての新株予約権のうち、2,904,000 株は権利行使期間の初日が到来しておりま

せん。

 

４　配当に関する事項

 

決議
株式の種類 配当金の総額

一株当たりの
配当額

基準日 効力発生日

平成19年3月27日
定時株主総会

 
普通株式
　　　

11,158百万円 84円00銭
平成18年
12月31日

平成19年
3月28日
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当中間連結会計期間(自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日) 
 
１ 発行済株式に関する事項

(単位：株)

株式の種類
前連結会計年度末

株式数

当中間

連結会計期間

増加株式数

当中間

連結会計期間

減少株式数

当中間

連結会計期間末

株式数

　　普通株式 139,891,004242,000 ― 140,133,004

 

　(変動理由の概要)

　　普通株式の増加242,000株は、新株予約権の行使によるものであります。

 

２ 自己株式に関する事項

(単位：株)

株式の種類
前連結会計年度末

株式数

当中間

連結会計期間

増加株式数

当中間

連結会計期間

減少株式数

当中間

連結会計期間末

株式数

　　普通株式 4,827,922 1,999,686 81,500 6,746,108

　

(変動理由の概要) 

　　自己株式の増加1,999,686株は、単元未満株式の買い取りによる取得686株と市場買付による取得1,999,000株

であります。

　　自己株式の減少81,500株は、新株予約権の権利行使時における自己株式代用数であります。

 

 ３  新株予約権等に関する事項

 

新株予約権

の内訳

新株予約権

の目的とな

る株式の種

類

新株予約権の目的となる株式の数(株)
当中間連結会

計期間末

(百万円)

前連結会計

年度末

当中間連結

会計期間中

の増加

当中間連結

会計期間中

の減少

当中間連結

会計期間末

ストック・

オプション

としての

新株予約権

― ― ― ― ― 2,559

 

４　配当に関する事項

 

決議
株式の種類 配当金の総額

一株当たりの
配当額

基準日 効力発生日

平成20年３月26
日

定時株主総会
普通株式 14,992百万円 111円00銭

平成19年
12月31日

平成20年
３月27日
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前連結会計年度(自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)

 

１ 発行済株式に関する事項

(単位：株)

株式の種類
前連結会計年度末

株式数

当連結会計年度

増加株式数

当連結会計年度

減少株式数

当連結会計年度末

株式数

　　普通株式 137,344,5042,546,500 ― 139,891,004

 

　(変動理由の概要)

　　普通株式の増加 2,546,500株は、新株予約権の行使によるものであります。

 

２ 自己株式に関する事項

(単位：株)

株式の種類
前連結会計年度末

株式数

当連結会計年度

増加株式数

当連結会計年度

減少株式数

当連結会計年度末

株式数

　　普通株式 4,509,612 822,310 504,000 4,827,922

　

(変動理由の概要) 

　  自己株式の増加 822,310株は、単元未満株式の買い取りによる取得3,310株と市場買付による取得819,000株

であります。

自己株式の減少 504,000株は、新株予約権の権利行使時における自己株式代用数であります。

 

３  新株予約権等に関する事項

 

新株予約権

の内訳

新株予約権の

目的となる株

式の種類

新株予約権の目的となる株式の数(株) 当連結会計年

度末

(百万円)

前連結会計

年度末

当連結会計年

度中の増加

当連結会計年

度中の減少

当連結

会計年度末

ストック・

オプション

としての

新株予約権

― ― ― ― ― 1,550

 

４ 配当に関する事項

 

(1)　配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額
一株当たりの

配当額
基準日 効力発生日

平成19年３月27日

定時株主総会
普通株式 11,158百万円 84円00銭 平成18年12月31日平成19年３月28日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
一株当たりの

配当額
基準日 効力発生日

平成20年３月26日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 14,992百万円111円00銭平成19年12月31日平成20年３月27日
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

(自　平成19年１月１日 (自　平成20年１月１日 (自　平成19年１月１日

 至　平成19年6月30日)  至　平成20年6月30日)   至　平成19年12月31日)

※１　現金及び現金同等物の中間

期末残高と中間連結貸借対照

表に掲記されている科目の金

額との関係は下記のとおりで

す。

(百万円)

※１　現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額

との関係は下記のとおりです。

(百万円)

※１　現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

は下記のとおりです。

(百万円)

現金及び預金勘定 79,290

預入期間が３ヶ月を超
える定期預金 △1,247

現金及び現金同等物 78,043

現金及び預金勘定 67,299

預入期間が３ヶ月を
超
える定期預金

△1,018

現金及び現金同等物 66,281

現金及び預金勘定 54,091

預入期間が３ヶ月を
超
える定期預金 △1,724

現金及び現金同等物 52,367
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  ※２　株式の取得により新たに連結

子会社となった会社の資産及び負

債の主な内訳

　株式の取得により新たに連結したこと

に伴う連結開始時の資産及び負債の内

訳並びに株式の取得価格と取得のため

の支出（純額）との関係は次の通りで

あります。

　Trend Micro Mountain View, Inc.(平

成19年11月８日現在)（米国時間）

（百万円)

流動資産 41

固定資産 1,043

のれん 1,687

その他負債 △60

繰延税金負債 △132

Trend Micro Mountain 

View, Inc.株式の取得価

格

2,578

Trend Micro Mountain 

View, Inc.の現金及び現

金同等物

△1

Trend Micro Mountain 

View, Inc.取得のための

支出

2,576
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(リース取引関係)

前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンスリース取引に係る注

記

①　リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中

間期末残高相当額

 

 器具及び備品

（百万円）

取得価額相当額 34

減価償却累計額

相当額
19

中間期末

残高相当額
15

 

②　未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 7百万円

１年超 8百万円

合計 15百万円

 

③　支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

　支払リース料　　　　 5百万円

　減価償却費相当額　　 5百万円

　支払利息相当額　　　 0百万円

 

④　減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法

・減価償却費相当額の算定方

法

　　　　リース期間を耐用年数とし,残

存価額を零とする定額法に

よっております。

・利息相当額の算定方法

　　リース料総額とリース物件

の取得価額相当額の差額を

利息相当額とし、各期への配

分方法については利息法に

よっております。

 

 

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンスリース取引に係る注

記

①　リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中

間期末残高相当額

 

 器具及び備品

（百万円）

取得価額相当額 57

減価償却累計額

相当額
16

中間期末

残高相当額
40

 

②　未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 12百万円

１年超 31百万円

合計 43百万円

 

③　支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

　支払リース料　　　　　 6百万円

　減価償却費相当額　　　 5百万円

　支払利息相当額　　　　 0百万円

 

④　減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法

・減価償却費相当額の算定方

法

　　　　リース期間を耐用年数とし,残

存価額を零とする定額法に

よっております。

・利息相当額の算定方法

　　リース料総額とリース物件

の取得価額相当額の差額を

利息相当額とし、各期への配

分方法については利息法に

よっております。

 

 

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンスリース取引に係る注

記

①　リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び当

期末残高相当額

 

 器具及び備品

（百万円）

取得価額相当額 38

減価償却累計額

相当額
10

当事業年度末

残高相当額
28

 

②　未経過リース料当期末残高相当

額

１年内 8百万円

１年超 21百万円

合計 29百万円

 

③　支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

　支払リース料　　　　　11百万円

　減価償却費相当額　　　10百万円

　支払利息相当額　　　　 0百万円

 

④　減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法

・減価償却費相当額の算定方

法

　　　　リース期間を耐用年数とし,残

存価額を零とする定額法に

よっております。

・利息相当額の算定方法

　　リース料総額とリース物件

の取得価額相当額の差額を

利息相当額とし、各期への配

分方法については利息法に

よっております。
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（有価証券関係）

 

前中間連結会計期間末(平成19年６月30日)

 

１.　その他有価証券で時価のあるもの

 取得原価　(百万円) 中間連結貸借対照表計上額　(百万円)　 差額　(百万円)

債券    

(１)国債・地方債等 15,735 16,034 298

(２)社債 5,099 5,331 232

(３)その他 4,997 4,901 △96

その他 15,921 18,201 2,279

計 41,754　 44,469　 2,714　

 

２.　時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 中間連結貸借対照表計上額　(百万円)　

その他有価証券  

　　　非上場株式 117　

 

 

 

当中間連結会計期間末(平成20年６月30日)

 

１.　その他有価証券で時価のあるもの

 取得原価　(百万円) 中間連結貸借対照表計上額　(百万円)　 差額　(百万円)

債券    

(１)国債・地方債等 28,719 29,120 400

(２)社債 5,291 5,290 △1

(３)その他 3,035 2,764 △271

その他 24,477 25,326 848

計 61,525 62,501 975

 

２.　時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 中間連結貸借対照表計上額　(百万円)　

その他有価証券  

　　　非上場株式 0
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前連結会計年度末(平成19年12月31日)　

 

１.　その他有価証券で時価のあるもの

 取得原価　(百万円) 連結貸借対照表計上額　(百万円)　 差額　(百万円)

債券    

(１)国債・地方債等 33,093 33,684 591

(２)社債 8,051 8,059 8

(３)その他 3,998 2,881 △1,116

その他 40,302 40,724 422

計 85,445　 85,350　 △94　

 

２.　時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額

 連結貸借対照表計上額　(百万円)　

その他有価証券  

　　　非上場株式 0
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（ストック・オプション等関係）

 

前中間連結会計期間(自 平成19年１月１日　至 平成19年６月30日) 

１. ストック・オプションに係る当中間連結会計期間における費用計上額及び科目名

売上原価 107百万円

販売費及び一般管理費 536百万円

 

２.　当中間連結会計期間に付与したストック・オプションの内容

該当事項はありません。

 

 

当中間連結会計期間(自 平成20年１月１日　至 平成20年６月30日) 

１. ストック・オプションに係る当中間連結会計期間における費用計上額及び科目名

売上原価 100百万円

販売費及び一般管理費 908百万円

 

２. 当中間連結会計期間に付与したストック・オプションの内容

該当事項はありません。

 

 

前連結会計年度(自 平成19年１月１日　　至 平成19年12月31日) 

１. ストック・オプションに係る当連結会計年度における費用計上額及び科目名

売上原価 162百万円

販売費及び一般管理費 1,199百万円

新株予約権戻入益 5百万円
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２. 当連結会計年度において存在したストック・オプションの内容

 第10回 第11回 第12回

決議年月日 平成14年９月12日 平成15年３月26日 平成15年３月26日

会社名 提出会社 同左 同左

付与対象者の

区分及び人数

当社取締役５名、子会社取締役

９名(内９名は完全子会社取締

役)、当社従業員310名、当社子

会社従業員1,035名（内完全子

会社従業員543名）

当社取締役５名、子会社取締役

９名(内９名は完全子会社取締

役)、当社従業員300名、当社子

会社従業員975名（内完全子会

社従業員544名）

当社取締役３名、子会社取締役

10名(内10名は完全子会社取締

役)、当社従業員319名、当社子

会社従業員1,314名（内完全子

会社従業員594名）

株式の種類及

び付与数
普通株式　1,999,500株普通株式　2,500,000株普通株式　1,500,000株

付与日 平成15年２月12日 平成15年５月28日 平成15年11月14日

権利確定条件 付与された権利の４分の１毎

に次のとおりとなっている。

①付与日（平成15年２月12

日）以降、権利確定日（平成15

年11月１日）まで継続して勤

務していること。

②付与日（平成15年２月12

日）以降、権利確定日（平成16

年11月１日）まで継続して勤

務していること。

付与された権利の４分の１毎

に次のとおりとなっている。

①付与日（平成15年５月28

日）以降、権利確定日（平成16

年５月28日）まで継続して勤

務していること。

②付与日（平成15年５月28

日）以降、権利確定日（平成17

年５月28日）まで継続して勤

務していること。

付与された権利の４分の１毎

に次のとおりとなっている。

①付与日（平成15年11月14

日）以降、権利確定日（平成16

年11月14日）まで継続して勤

務していること。

②付与日（平成15年11月14

日）以降、権利確定日（平成17

年11月14日）まで継続して勤

務していること。

 ③付与日（平成15年２月12

日）以降、権利確定日（平成17

年11月１日）まで継続して勤

務していること。

④付与日（平成15年２月12

日）以降、権利確定日（平成18

年11月１日）まで継続して勤

務していること。

③付与日（平成15年５月28

日）以降、権利確定日（平成18

年５月28日）まで継続して勤

務していること。

④付与日（平成15年５月28

日）以降、権利確定日（平成19

年５月28日）まで継続して勤

務していること。

③付与日（平成15年11月14

日）以降、権利確定日（平成18

年11月14日）まで継続して勤

務していること。

④付与日（平成15年11月14

日）以降、権利確定日（平成19

年11月14日）まで継続して勤

務していること。

対象勤務期間 付与された権利の４分の１毎

に次のとおりとなっている。

①平成15年２月12日から平成

15年11月１日まで

②平成15年２月12日から平成

16年11月１日まで

③平成15年２月12日から平成

17年11月１日まで

④平成15年２月12日から平成

18年11月１日まで

付与された権利の４分の１毎

に次のとおりとなっている。

①平成15年５月28日から平成

16年５月28日まで

②平成15年５月28日から平成

17年５月28日まで

③平成15年５月28日から平成

18年５月28日まで

④平成15年５月28日から平成

19年５月28日まで

付与された権利の４分の１毎

に次のとおりとなっている。

①平成15年11月14日から平成

16年11月14日まで

②平成15年11月14日から平成

17年11月14日まで

③平成15年11月14日から平成

18年11月14日まで

④平成15年11月14日から平成

19年11月14日まで

権利行使期間 付与された権利の４分の１毎

に次のとおりとなっている。

①権利確定日から４年間

②権利確定日から３年間

③権利確定日から２年間

④権利確定日から１年間

付与された権利の４分の１毎

に次のとおりとなっている。

①権利確定日から４年間

②権利確定日から３年間

③権利確定日から２年間

④権利確定日から１年間

付与された権利の４分の１毎

に次のとおりとなっている。

①権利確定日から４年間

②権利確定日から３年間

③権利確定日から２年間

④権利確定日から１年間

権利行使価格

(円)
2,230 1,955 2,695

付与日におけ

る公正な評価

単位(円)

－ － －
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 第13回 第14回 第15回

決議年月日 平成16年３月25日 平成16年３月25日 平成17年３月25日

会社名 提出会社 同左 同左

付与対象者の

区分及び人数

当社取締役２名、子会社取締役

８名(内８名は完全子会社取締

役)、当社従業員325名、当社子

会社従業員1,199名（内完全子

会社従業員619名）

当社取締役２名、子会社取締役

９名(内９名は完全子会社取締

役)、当社従業員194名、当社子

会社従業員1,106名（内完全子

会社従業員1,067名）

当社取締役２名、子会社取締役

６名(内６名は完全子会社取締

役)、当社従業員313名、当社受

入出向者１名、当社子会社従業

員1,722名（内完全子会社従業

員1,668名）

株式の種類及

び付与数
普通株式　3,000,000株普通株式　2,000,000株普通株式　3,457,500株

付与日 平成16年４月28日 平成16年10月28日 平成17年７月22日

権利確定条件 付与された権利の４分の１毎

に次のとおりとなっている。

①付与日（平成16年４月28

日）以降、権利確定日（平成17

年４月28日）まで継続して勤

務していること。

②付与日（平成16年４月28

日）以降、権利確定日（平成18

年４月28日）まで継続して勤

務していること。

付与された権利の４分の１毎

に次のとおりとなっている。

①付与日（平成16年10月28

日）以降、権利確定日（平成17

年10月28日）まで継続して勤

務していること。

②付与日（平成16年10月28

日）以降、権利確定日（平成18

年10月28日）まで継続して勤

務していること。

付与された権利の４分の１毎

に次のとおりとなっている。

①付与日（平成17年７月22

日）以降、権利確定日（平成18

年７月22日）まで継続して勤

務していること。

②付与日（平成17年７月22

日）以降、権利確定日（平成19

年７月22日）まで継続して勤

務していること。

 ③付与日（平成16年４月28

日）以降、権利確定日（平成19

年４月28日）まで継続して勤

務していること。

④付与日（平成16年４月28

日）以降、権利確定日（平成20

年４月28日）まで継続して勤

務していること。

③付与日（平成16年10月28

日）以降、権利確定日（平成19

年10月28日）まで継続して勤

務していること。

④付与日（平成16年10月28

日）以降、権利確定日（平成20

年10月28日）まで継続して勤

務していること。

③付与日（平成17年７月22

日）以降、権利確定日（平成20

年７月22日）まで継続して勤

務していること。

④付与日（平成17年７月22

日）以降、権利確定日（平成21

年７月22日）まで継続して勤

務していること。

対象勤務期間 付与された権利の４分の１毎

に次のとおりとなっている。

①平成16年４月28日から平成

17年４月28日まで

②平成16年４月28日から平成

18年４月28日まで

③平成16年４月28日から平成

19年４月28日まで

④平成16年４月28日から平成

20年４月28日まで

付与された権利の４分の１毎

に次のとおりとなっている。

①平成16年10月28日から平成

17年10月28日まで

②平成16年10月28日から平成

18年10月28日まで

③平成16年10月28日から平成

19年10月28日まで

④平成16年10月28日から平成

20年10月28日まで

付与された権利の４分の１毎

に次のとおりとなっている。

①平成17年７月22日から平成

18年７月22日まで

②平成17年７月22日から平成

19年７月22日まで

③平成17年７月22日から平成

20年７月22日まで

④平成17年７月22日から平成

21年７月22日まで

権利行使期間 付与された権利の４分の１毎

に次のとおりとなっている。

①権利確定日から４年間

②権利確定日から３年間

③権利確定日から２年間

④権利確定日から１年間

付与された権利の４分の１毎

に次のとおりとなっている。

①権利確定日から４年間

②権利確定日から３年間

③権利確定日から２年間

④権利確定日から１年間

付与された権利の４分の１毎

に次のとおりとなっている。

①権利確定日から４年間

②権利確定日から３年間

③権利確定日から２年間

④権利確定日から１年間

権利行使価格

(円)
4,310 5,090 3,840

付与日におけ

る公正な評価

単位(円)

－ － －
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 第16回 第17回 第18回

決議年月日 平成17年３月25日 平成18年３月28日 平成18年３月28日

会社名 提出会社 同左 同左

付与対象者の

区分及び人数

当社取締役３名、子会社取締役

６名(内６名は完全子会社取締

役)、当社従業員201名、当社受

入出向者１名、当社子会社従業

員1,403名（内完全子会社従業

員1,341名）

子会社取締役15名(内12名は完

全子会社取締役)、当社従業員

189名、当社受入出向者１名、当

社子会社従業員1,167名（内完

全子会社従業員1,128名）

子会社取締役16名(内14名は完

全子会社取締役)、当社従業員

175名、当社受入出向者１名、当

社子会社従業員981名（内完全

子会社従業員945名）

株式の種類及

び付与数
普通株式　2,500,000株普通株式　1,451,000株普通株式　1,453,000株

付与日 平成17年12月14日 平成18年７月10日 平成18年11月8日

権利確定条件 付与された権利の４分の１毎

に次のとおりとなっている。

①付与日（平成17年12月14

日）以降、権利確定日（平成18

年12月14日）まで継続して勤

務していること。

②付与日（平成17年12月14

日）以降、権利確定日（平成19

年12月14日）まで継続して勤

務していること。

付与された権利の４分の１毎

に次のとおりとなっている。

①付与日（平成18年７月10

日）以降、権利確定日（平成19

年７月10日）まで継続して勤

務していること。

②付与日（平成18年７月10

日）以降、権利確定日（平成20

年７月10日）まで継続して勤

務していること。

付与された権利の４分の１毎

に次のとおりとなっている。

①付与日（平成18年11月８

日）以降、権利確定日（平成19

年11月８日）まで継続して勤

務していること。

②付与日（平成18年11月８

日）以降、権利確定日（平成20

年11月８日）まで継続して勤

務していること。

 ③付与日（平成17年12月14

日）以降、権利確定日（平成20

年12月14日）まで継続して勤

務していること。

④付与日（平成17年12月14

日）以降、権利確定日（平成21

年12月14日）まで継続して勤

務していること。

③付与日（平成18年７月10

日）以降、権利確定日（平成21

年７月10日）まで継続して勤

務していること。

④付与日（平成18年７月10

日）以降、権利確定日（平成22

年７月10日）まで継続して勤

務していること。

③付与日（平成18年11月８

日）以降、権利確定日（平成21

年11月８日）まで継続して勤

務していること。

④付与日（平成18年11月８

日）以降、権利確定日（平成22

年11月８日）まで継続して勤

務していること。

対象勤務期間 付与された権利の４分の１毎

に次のとおりとなっている。

①平成17年12月14日から平成

18年12月14日まで

②平成17年12月14日から平成

19年12月14日まで

③平成17年12月14日から平成

20年12月14日まで

④平成17年12月14日から平成

21年12月14日まで

付与された権利の４分の１毎

に次のとおりとなっている。

①平成18年７月10日から平成

19年７月10日まで

②平成18年７月10日から平成

20年７月10日まで

③平成18年７月10日から平成

21年７月10日まで

④平成18年７月10日から平成

22年７月10日まで

付与された権利の４分の１毎

に次のとおりとなっている。

①平成18年11月８日から平成

19年11月８日まで

②平成18年11月８日から平成

20年11月８日まで

③平成18年11月８日から平成

21年11月８日まで

④平成18年11月８日から平成

22年11月８日まで

権利行使期間 付与された権利の４分の１毎

に次のとおりとなっている。

①権利確定日から４年間

②権利確定日から３年間

③権利確定日から２年間

④権利確定日から１年間

付与された権利の４分の１毎

に次のとおりとなっている。

①権利確定日から４年間

②権利確定日から３年間

③権利確定日から２年間

④権利確定日から１年間

付与された権利の４分の１毎

に次のとおりとなっている。

①権利確定日から４年間

②権利確定日から３年間

③権利確定日から２年間

④権利確定日から１年間

権利行使価格

(円)
3,950 3,995 3,610

付与日におけ

る公正な評価

単位(円)

－ 1,040 961
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 第19回 第20回  

決議年月日 平成19年３月27日 平成19年３月27日  

会社名 提出会社 同左  

付与対象者の

区分及び人数

当社取締役２名、子会社取締役

14名(内11名は完全子会社取締

役)、当社従業員215名、当社子

会社従業員1,135名（内完全子

会社従業員1,098名）

当社取締役１名、子会社取締役

13名(内10　名は完全子会社取

締役)、当社従業員141名、当社

子会社従業員917名（内完全子

会社従業員883名）

 

株式の種類及

び付与数
普通株式　2,070,000株普通株式　1,100,000株

 

付与日 平成19年９月14日 平成19年11月26日  

権利確定条件 付与された権利の４分の１毎

に次のとおりとなっている。

①付与日（平成19年９月14

日）以降、権利確定日（平成20

年９月14日）まで継続して勤

務していること。

②付与日（平成19年９月14

日）以降、権利確定日（平成21

年９月14日）まで継続して勤

務していること。

付与された権利の４分の１毎

に次のとおりとなっている。

①付与日（平成19年11月26

日）以降、権利確定日（平成20

年11月26日）まで継続して勤

務していること。

②付与日（平成19年11月26

日）以降、権利確定日（平成21

年11月26日）まで継続して勤

務していること。

 

 ③付与日（平成19年９月14

日）以降、権利確定日（平成22

年９月14日）まで継続して勤

務していること。

④付与日（平成19年９月14

日）以降、権利確定日（平成23

年９月14日）まで継続して勤

務していること。

③付与日（平成19年11月26

日）以降、権利確定日（平成22

年11月26日）まで継続して勤

務していること。

④付与日（平成19年11月26

日）以降、権利確定日（平成23

年11月26日）まで継続して勤

務していること。

 

対象勤務期間 付与された権利の４分の１毎

に次のとおりとなっている。

①平成19年９月14日から平成

20年９月14日まで

②平成19年９月14日から平成

21年９月14日まで

③平成19年９月14日から平成

22年９月14日まで

④平成19年９月14日から平成

23年９月14日まで

付与された権利の４分の１毎

に次のとおりとなっている。

①平成19年11月26日から平成

20年11月26日まで

②平成19年11月26日から平成

21年11月26日まで

③平成19年11月26日から平成

22年11月26日まで

④平成19年11月26日から平成

23年11月26日まで

 

権利行使期間 付与された権利の４分の１毎

に次のとおりとなっている。

①権利確定日から４年間

②権利確定日から３年間

③権利確定日から２年間

④権利確定日から１年間

付与された権利の４分の１毎

に次のとおりとなっている。

①権利確定日から４年間

②権利確定日から３年間

③権利確定日から２年間

④権利確定日から１年間

 

権利行使価格

(円)
4,780 4,240

 

付与日におけ

る公正な評価

単位(円)

1,142 993
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（セグメント情報）

 

【事業の種類別セグメント情報】

当社グループはコンピュータウイルス対策製品の開発、販売及び関連サービスを主たる事業としております。

前中間連結会計期間(自平成19年１月１日　至平成19年６月30日)、当中間連結会計期間(自平成20年１月１日  至平

成20年６月30日)及び前連結会計年度(自平成19年１月１日  至平成19年12月31日)においては、全セグメントの売

上高の合計額及び営業利益の合計額に占める上記事業の割合が、いずれも90％を超えているため、事業の種類別セ

グメント情報の記載を省略しております。

　　　

【所在地別セグメント情報】

前中間連結会計期間 (自　平成19年１月１日  至　平成19年６月30日)

 日本 北米 欧州
アジア・

パシフィック
中南米

消去または

全社
連結

 (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

売上高        

(1)外部顧客に対する

売上高 17,77912,09311,8385,143 1,535 － 48,390

(2)セグメント間の

内部売上高又は

振替高 11,7533,806 2,408 5,228 194 △23,392 －

計 29,53315,90014,24710,3721,729△23,39248,390

営業費用 5,39516,17713,2369,464 1,396△13,51732,153

営業利益または

営業損失(△) 24,138△277 1,011 907 333 △9,87416,237

 

当中間連結会計期間 (自　平成20年１月１日  至　平成20年６月30日)

 日本 北米 欧州
アジア・

パシフィック
中南米

消去または

全社
連結

 (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

売上高        

(1)外部顧客に対する

売上高 19,70912,74812,7375,005 1,508 － 51,709

(2)セグメント間の

内部売上高又は

振替高 12,9645,339 297 4,832 － △23,434 －

計 32,67418,08813,0349,838 1,508△23,43451,709

営業費用 8,78517,39813,23310,2421,237△16,07734,818

営業利益または

営業損失(△) 23,888 690 △199 △404 270 △7,35616,890
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前連結会計年度 (自　平成19年１月１日  至　平成19年12月31日)

 日本 北米 欧州
アジア・

パシフィック
中南米

消去または

全社
連結

 (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

売上高        

(1)外部顧客に対する

売上高 36,53125,03324,35010,7083,182 － 99,805

(2)セグメント間の

内部売上高又は

振替高 25,3488,286 6,59910,143 365 △50,743 －

計 61,87933,31930,95020,8513,548△50,74399,805

営業費用 16,83232,85529,63322,1223,105△38,22166,329

営業利益または

営業損失(△) 45,046 463 1,316△1,270 442 △12,52233,476

 

(注)１国または地域の区分は、地理的近接度によっております。

２日本以外の区分に属する主な国又は地域

北米 … 米国

欧州 … アイルランド・ドイツ・イタリア・フランス・英国・スイス

アジア・パシフィック … 台湾・韓国・オーストラリア・中国・フィリピン・シンガポール・

マレーシア・タイ・インド

中南米 … ブラジル・メキシコ

３営業費用のうち、消去または全社の項目に含めた配賦不能営業費用

 
前中間連結会計

期間(百万円)

当中間連結会計

期間(百万円)

前連結会計年度

(百万円)
主な内容

消去または全社

の項目に含めた

配賦不能営業費

用の金額

9,874 7,272 12,478

グループ全体を横断的に活動し、

グループの運営を直接または間

接に支援する研究開発部門及び

マーケティング部門及び管理部

門に係る費用であります。
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【海外売上高】

前中間連結会計期間 (自　平成19年１月１日  至　平成19年６月30日)

　 北米 欧州
アジア・

パシフィック
中南米 合計

Ⅰ 海外売上高 (百万円) 12,201 11,810 5,145 1,543 30,700

Ⅱ 連結売上高 (百万円) － － － － 48,390

Ⅲ 連結売上高に占める

 海外売上高の割合 (％) 25.2 24.4 10.6 3.2 63.4

 

当中間連結会計期間 (自　平成20年１月１日  至　平成20年６月30日)

　 北米 欧州
アジア・

パシフィック
中南米 合計

Ⅰ 海外売上高 (百万円) 12,868 12,763 5,012 1,520 32,164

Ⅱ 連結売上高 (百万円) － － － － 51,709

Ⅲ 連結売上高に占める

 海外売上高の割合 (％) 24.9 24.7 9.7 2.9 62.2

 

前連結会計年度 (自　平成19年１月１日  至　平成19年12月31日)

　 北米 欧州
アジア・

パシフィック
中南米 合計

Ⅰ 海外売上高 (百万円) 25,176 24,341 10,715 3,215 63,449

Ⅱ 連結売上高 (百万円) － － － － 99,805

Ⅲ 連結売上高に占める

 海外売上高の割合 (％) 25.2 24.4 10.7 3.2 63.6

 

(注) １国または地域の区分は、地理的近接度によっております。

２ 海外売上高は、連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。

３ 日本以外の区分に属する主な国又は地域

北米 … 米国

欧州 … アイルランド・ドイツ・イタリア・フランス・英国・スイス

アジア・パシフィック … 台湾・韓国・オーストラリア・中国・フィリピン・シンガポール・マレーシア・

タイ・インド

中南米 … ブラジル・メキシコ
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１株当たり情報

項目
前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

１株当たり純資産額 688.93円 720.78円 808.24円

１株当たり中間(当期)純
利益

86.53円 63.63円 176.95円

潜在株式調整後１株当た
り中間(当期)純利益

86.11円 63.54円 175.88円

(注)　1株当たり中間(当期)純利益および潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎は、以下の

とおりであります。

項目
前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

１株当たり中間(当期)純
利益金額

   

中間(当期)純利益
(百万円)

11,469 8,531 23,561

普通株主に帰属しない
金額(百万円)

― ― ―

普通株式に係る中間
(当期)純利益(百万円)

11,469 8,531 23,561

普通株式の期中平均株
式数(株)

132,556,787 134,078,399 133,150,302

潜在株式調整後１株当た
り中間(当期)純利益金額

   

中間(当期)純利益調整
額(百万円)

― ― ―

普通株式増加数(株) 632,299 184,994 811,168

(うち新株予約権(株)) (632,299) (184,994) (811,168)

希薄化効果を有しない
ため、潜在株式調整後
１株当たり中間(当期)
純利益の算定に含めな
かった潜在株式の概要

平成16年３月25日の定時
株主総会において承認され、
同年４月28日に発行された
旧商法280条ノ20及び第280
条ノ21の規定による新株予
約権に基づく2,497,000株
　平成16年３月25日の定時株
主総会において承認され、同
年10月28日に発行された旧
商法第280条ノ20及び第280
条ノ21の規定による新株予
約権に基づく1,768,500株
平成17年３月25日の定時
株主総会において承認され、
同年７月22日に発行された
旧商法第280条ノ20及び第
280条ノ21の規定による新株
予約権に基づく3,170,000株
平成17年３月25日の定時
株主総会において承認され、
同年12月14日に発行された
旧商法第280条ノ20及び第
280条ノ21の規定による新株
予約権に基づく2,397,000株

平成16年３月25日の定時
株主総会において承認され、
同年４月28日に発行された
旧商法280条ノ20及び第280
条ノ21の規定による新株予
約権に基づく2,093,500株
　平成16年３月25日の定時株
主総会において承認され、同
年10月28日に発行された旧
商法第280条ノ20及び第280
条ノ21の規定による新株予
約権に基づく1,768,500株
平成17年３月25日の定時
株主総会において承認され、
同年７月22日に発行された
旧商法第280条ノ20及び第
280条ノ21の規定による新株
予約権に基づく2,376,500株
平成17年３月25日の定時
株主総会において承認され、
同年12月14日に発行された
旧商法第280条ノ20及び第
280条ノ21の規定による新株
予約権に基づく2,033,500株

平成16年３月25日の定時
株主総会において承認され、
同年４月28日に発行された
旧商法第280条ノ20及び第
280条ノ21の規定による新株
予約権に基づく2,093,500株
平成16年３月25日の定時

株主総会において承認され、
同年10月28日に発行された
旧商法第280条ノ20及び第
280条ノ21の規定による新株
予約権に基づく1,768,500株
平成18年３月28日の定時

株主総会において承認され、
同年７月10日に発行された
旧商法第280条ノ20及び第
280条ノ21の規定による新株
予約権に基づく1,216,500株
平成19年３月27日の定時

株主総会において承認され、
同年９月14日に発行された
旧商法第280条ノ20及び第
280条ノ21の規定による新株
予約権に基づく2,070,000株
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項目
前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

 平成18年３月28日の定時
株主総会において承認され、
同年７月10日に発行された
旧商法第280条ノ20及び第
280条ノ21の規定による新株
予約権に基づく1,451,000株
平成18年３月28日の定時
株主総会において承認され、
同年11月8日に発行された旧
商法第280条ノ20及び第280
条ノ21の規定による新株予
約権に基づく1,453,000株
 

平成18年３月28日の定時
株主総会において承認され、
同年７月10日に発行された
旧商法第280条ノ20及び第
280条ノ21の規定による新株
予約権に基づく1,213,500株
平成19年３月27日の定時

株主総会において承認され、
同年９月14日に発行された
旧商法第280条ノ20及び第
280条ノ21の規定による新株
予約権に基づく2,070,000株
平成19年３月27日の定時
株主総会において承認され、
同年11月26日に発行された
旧商法第280条ノ20及び第
280条ノ21の規定による新株
予約権に基づく1,100,000株

平成19年３月27日の定時
株主総会において承認され、
同年11月26日に発行された
旧商法第280条ノ20及び第
280条ノ21の規定による新株
予約権に基づく1,100,000株

 

次へ
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重要な後発事象

前中間連結会計期間

(自　平成19年１月１日

至 平成19年６月30日)

当中間連結会計期間

(自　平成20年１月１日

至 平成20年６月30日)

前連結会計年度

(自　平成19年１月１日

至 平成19年12月31日)
平成19年８月28日開催の取締役会
において、当社及び当社子会社の取
締役・従業員・受入出向者に対し、
ストック・オプションとして新株
予約権を発行することを決議して
おります。
 
発行日：平成19年９月14日
発行数：4,140個
（新株予約権１個あたりの目的と
なる株式数　500株）
目的となる株式の種類：当社普通株

式
発行価額：無償
権利行使期間：平成20年９月14日～

平成24年９月13日
権利行使価格：4,780円
対象者：当社及び当社子会社の取
締役・従業員・受入出向者、合計
1,366名

 

平成20年６月13日開催の取締役会
において、当社及び当社子会社の取
締役・従業員に対し、ストック・オ
プションとして新株予約権を発行
することを決議し、平成20年７月１
日に発行しております。
 
発行日：平成20年７月１日
発行数：5,049個
（新株予約権１個あたりの目的と
なる株式数　500株）
目的となる株式の種類：当社普通株

式
発行価額：無償
権利行使期間：平成21年７月１日～
平成25年６月30日
権利行使価格：3,500円
対象者：当社及び当社子会社の取
締役・従業員、合計1,690名

 

平成20年２月19日開催の取締役会
において、会社法第165条第３項の
規定により読み替えて適用される
同法第156条の規定に基づき、自己
株式を取得することを決議いたし
ました。
 
1.　取得理由
経営環境の変化に対応して、機
動的な資本政策を遂行するため
であります。
 
2.　取得内容
①取得する株式の種類
当社普通株式
②取得する株式の総数
　2,000,000株を上限とする
(発行済株式総数に対する割合　
1.48％)
③株式の取得価額の総額
7,000百万円を上限とする
④株式の取得期間
平成20年２月20日から平成20年
３月31日まで
⑤買付方法
東京証券取引所における市場買
付

 
3.　市場買付の結果
　自己株式1,999,000株(買付総額
6,994百万円)の取得を平成20年３
月19日に終了いたしました。
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(2) 【その他】
該当事項はありません。　
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２ 【中間財務諸表等】

(1) 【中間財務諸表】

① 【中間貸借対照表】

 

  
前中間会計期間末

(平成19年６月30日)

当中間会計期間末

(平成20年６月30日)

前事業年度
要約貸借対照表
(平成19年12月31日)

区分
注記

番号
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)

(資産の部)           

Ⅰ　流動資産           

１　現金及び預金  36,423   16,403   9,589   

２　売掛金  20,410   16,569   19,767   

３　有価証券  21,646   35,936   50,363   

４　たな卸資産  171   145   167   

５　関係会社短期

貸付金
 36   25   27   

６　未収入金  521   212   437   

７　繰延税金資産  8,127   9,784   9,338   

８　その他  1,053   1,139   1,015   

　貸倒引当金  △58   ―   ―   

流動資産合計  88,331 85.1  80,216 73.8  90,70673.7

Ⅱ　固定資産           

１　有形固定資産 ※1 498   527   502   

２　無形固定資産           

(1) ソフトウェ

ア
 1,951   1,905   2,099   

(2) ソフトウェ

ア

　　仮勘定

 316   717   299   

(3) その他  356   175   265   

無形固定資産

合計
 2,624   2,797   2,665   

３　投資その他の

資産
          

(1) 投資有価

証券
 6,935   17,122   22,273   

(2) 関係会社

株式
 2,152   2,175   2,152   

(3) 関係会社出

資金
 ―   7   5   
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(4) 繰延税金資

産
 3,304   5,863   4,769   

(5) その他  397   368   368   

貸倒引当金  0   △13   △15   

投資損失引

当金
 △394   △315   △299   

投資その他の

資産

合計

 12,395   25,207   29,254   

固定資産合計   15,518 14.9  28,532 26.2  32,42226.3

資産合計   103,850 100.0  108,749 100.0  123,129100.0

           

 

  
前中間会計期間末

(平成19年６月30日)

当中間会計期間末

(平成20年６月30日)

前事業年度
要約貸借対照表
(平成19年12月31日)

区分
注記

番号
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)

(負債の部)           

Ⅰ　流動負債           

１　買掛金  164   103   90   

２　未払金  12,469   7,543   10,565   

３　未払法人税等  6,723   6,239   8,408   

４　賞与引当金  57   62   56   

５　返品調整引当金  197   205   357   

６　短期繰延収益  19,904   22,188   20,548   

７　その他 ※2 731   737   800   

流動負債合計   40,24738.8  37,08034.1  40,82633.2

Ⅱ　固定負債           

１　長期繰延収益  4,630   7,652   6,238   

２　退職給付引当金  712   881   781   

３　役員退職慰労引当金  8   9   8   

固定負債合計   5,3515.1  8,5437.9  7,0295.7

負債合計   45,59843.9  45,62342.0  47,85538.9

(純資産の部)           

Ⅰ　株主資本           

１　資本金   13,89113.4  18,12716.7  17,83814.5

２　資本剰余金           

(1) 資本準備金  16,614   20,849   20,561   

資本剰余金合計   16,61416.0  20,84919.2  20,56116.7

３　利益剰余金           

(1) 利益準備金  20   20   20   
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(2) その他利益剰余

金
          

繰越利益剰余金  41,523   42,925   50,571   

利益剰余金合計   41,54440.0  42,94639.5  50,59141.1

４　自己株式   △16,510△15.9  △21,874△20.1  △15,140△12.3

株主資本合計   55,54053.5  60,04855.2  73,85060.0

Ⅱ　評価・換算差額等           

１　その他有価証券
　　評価差額金

  1,642   517   △127  

評価・換算差額等
合計

  1,6421.6  517 0.5  △127△0.1

Ⅲ　新株予約権   1,0691.0  2,5592.3  1,5501.2

純資産合計   58,25156.1  63,12558.0  75,27361.1

負債純資産合計   103,850100.0  108,749100.0  123,129100.0
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② 【中間損益計算書】

 

  
前中間会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間会計期間

(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前事業年度
要約損益計算書

(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高   29,533100.0  32,637100.0  61,731100.0

Ⅱ　売上原価 ※5  5,34418.1  5,06315.5  10,62617.2

売上総利益   24,18881.9  27,57484.5  51,10582.8

Ⅲ　販売費及び一般管理費※1,5  10,45835.4  12,97539.8  23,65538.3

営業利益   13,73046.5  14,59844.7  27,45044.5

Ⅳ　営業外収益 ※2  914 3.1  528 1.7  3,2785.3

Ⅴ　営業外費用 ※3  137 0.5  518 1.6  675 1.1

経常利益   14,50649.1  14,60844.8  30,05248.7

Ⅵ　特別利益   8 0.0  11 0.0  47 0.1

Ⅶ　特別損失 ※4  372 1.2  2,2296.8  463 0.8

税引前中間(当期)
純利益

  14,14347.9  12,38938.0  29,63748.0

法人税、住民税
及び事業税

 7,263   6,948   15,154   

法人税等調整額  △1,635 5,62719.1 △1,982 4,96515.3 △3,096 12,05819.5

中間(当期)純利益
 

  8,51528.8  7,42422.7  17,57928.5
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③ 【中間株主資本等変動計算書】

前中間会計期間(自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日)　　　　　　 　金額(百万円)

 株主資本 評価・換算

差額等

新株

予約権

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計

その他有価証

券評価

差額金
資本準備金

利益

準備金

その他利益

剰余金

繰越利益

剰余金

平成18年12月31日

残高
13,479 16,202 20 44,216 △14,166 59,752 1,061 425

中間会計期間中の変動額         

新株の発行 412 412    824   

新株予約権からの振替         

剰余金の配当    △11,158  △11,158   

中間純利益    8,515  8,515   

自己株式の処分    △50 196 146   

自己株式の取得     △2,540 △2,540   

株主資本以外の項目の

中間会計期間中変動額

（純額）

      580 643

中間会計期間中の変動額

合計
412 412 ― △2,692 △2,343 △4,212 580 643

平成19年6月30日

残高
13,891 16,614 20 41,523 △16,510 55,540 1,642 1,069
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当中間会計期間(自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日)　　　　　　 　金額(百万円)

 株主資本 評価・換算

差額等

新株

予約権

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計

その他有価証

券評価

差額金
資本準備金

利益

準備金

その他利益

剰余金

繰越利益

剰余金

平成19年12月31日

残高
17,838 20,561 20 50,571 △15,140 73,850 △127 1,550

中間会計期間中の変動額         

新株の発行 279 279    559   

新株予約権からの振替 8 8    17   

剰余金の配当    △14,992  △14,992   

中間純利益    7,424  7,424   

自己株式の処分    △77 263 186   

自己株式の取得     △6,997 △6,997   

株主資本以外の項目の

中間会計期間中変動額

（純額）

      645 1,008

中間会計期間中の変動額

合計
288 288 ― △7,645 △6,733 △13,802 645 1,008

平成20年6月30日

残高
18,127 20,849 20 42,925 △21,874 60,048 517 2,559
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前事業年度(自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日) 　　　　　　　　　　　金額(百万円)

 株主資本 評価・換算

差額等

新株

予約権

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計

その他有価証券

評価

差額金
資本準備金

利益

準備金

その他利益

剰余金

繰越利益

剰余金

平成18年12月31日

残高
13,479 16,202 20 44,216 △14,166 59,752 1,061 425

事業年度中の変動額         

新株の発行 4,239 4,238    8,477   

新株予約権からの振替 120 120    240   

剰余金の配当    △11,158  △11,158   

当期純利益    17,579  17,579   

自己株式の処分    △67 1,572 1,505   

自己株式の取得     △2,546 △2,546   

株主資本以外の項目の

事業年度中の変動額

（純額）

      △1,1891,125

事業年度中の変動額合計 4,359 4,358 ― 6,354 △974 14,098 △1,1891,125

平成19年12月31日

残高
17,838 20,561 20 50,571 △15,140 73,850 △127 1,550
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

 

項目
前中間会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

１　資産の評価基準及

び評価方法

(1) たな卸資産

　　製品・原材料・貯蔵品

移動平均法による原

価法

なお、収益性が低下

した棚卸資産につい

ては、帳簿価額を切

り下げております。

 

(1) たな卸資産

　　製品・原材料・貯蔵品

同左

 

(1) たな卸資産

　　製品・原材料・貯蔵品

 　　　同左

 (2) 有価証券

　①子会社株式及び関連会

社株式

移動平均法による原

価法

(2) 有価証券

　①子会社株式及び関連会

社株式

同左

(2) 有価証券

　①子会社株式及び関連会

社株式

同左

 　②その他有価証券

　　時価のあるもの

中間期末日の市場価

格等に基づく時価法

(評価差額は、全部純

資産直入法により処

理し、売却原価は移

動平均法により算

定)

　②その他有価証券

　　時価のあるもの

同左

　②その他有価証券

　　時価のあるもの

期末日の市場価格等

に基づく時価法(評

価差額は、全部純資

産直入法により処理

し、売却原価は移動

平均法により算定)

 

 　　時価のないもの

移動平均法による原

価法

　　時価のないもの

同左

　　時価のないもの

同左

２　固定資産の減価償

却の方法

(1) 有形固定資産

　　定率法

　　ただし、平成10年４月１

日以降に取得した建物

(建物付属設備は除く)

については、定額法に

よっております。

　　なお、主な耐用年数は以

下のとおりでありま

す。

　　建物　３年から28年

　　器具及び備品

　　　　　２年から10年

(1) 有形固定資産

　　同左

 

(1) 有形固定資産

　　同左

 (2) 無形固定資産

　　市場販売目的のソフト

ウェア

　　　見込有効期間(12ヶ月)

に基づく定額法

　　自社利用のソフトウェア

　　　社内における見込利用

可能期間(主に５年)

に基づく定額法

(2) 無形固定資産

　　市場販売目的のソフト

ウェア

　　同左

 

　　自社利用のソフトウェア

　　同左

(2) 無形固定資産

　　市場販売目的のソフト

ウェア

　　同左

 

　　自社利用のソフトウェア

　　同左
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項目
前中間会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

 　　その他の無形固定資産
　　見込み有効期間に基づ
く定額法

　　その他の無形固定資産
　　 同左

　　その他の無形固定資産
　　同左

３　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金
　債権の貸倒による損失
に備えるため、一般債権
については、貸倒実績率
により、貸倒懸念債権等
特定の債権については、
個別に回収可能性を勘
案し、回収不能見込額を
計上しております。

(1) 貸倒引当金
　同左

(1) 貸倒引当金
　同左

 (2) 投資損失引当金
子会社等への投資に係
る損失に備えるため、当
該会社の財務状態及び回
収可能性を勘案し、損失
見込額を繰入計上してい
ます。

(2) 投資損失引当金
同左

(2) 投資損失引当金
同左

 (3) 返品調整引当金
　中間期末日後に予想さ
れる返品による損失に
備えるため、過去の返品
率に基づき計上してお
ります。

(3) 返品調整引当金
　同左

(3) 返品調整引当金
　事業年度末日後予想さ
れる返品による損失に
備えるため、過去の返品
率に基づき計上してお
ります。

 (4) 賞与引当金
　　従業員の賞与の支給に
充てるため、賞与支給見
込額に基づき計上して
おります。

(4) 賞与引当金
　　同左

(4) 賞与引当金
　　同左

 (5) 退職給付引当金
　従業員の退職給付に備
えるため、当期末におけ
る退職給付債務の見込
額に基づき、当中間会計
期間末において発生し
ていると認められる額
を計上しております。
　なお、数理計算上の差
異は、発生の翌会計年度
に一括して費用処理を
することとしておりま
す。

(5) 退職給付引当金
　同左

(5) 退職給付引当金
　従業員の退職給付に備
えるため、当期末におけ
る退職給付債務の見込
額に基づき、当期末にお
いて発生していると認
められる額を計上して
おります。
　数理計算上の差異は、
発生の翌会計年度に一
括して費用処理をする
こととしております。

 (6) 役員退職慰労引当金　
 　役員の退職慰労金の支
給に充てるため、内規に
基づく中間期末要支給
額を計上しております。

(6) 役員退職慰労引当金
同左

(6) 役員退職慰労引当金
 　役員の退職慰労金の支
給に充てるため、内規に
基づく期末要支給額を
計上しております。

4　外貨建の資産及び
負債の本邦通貨
への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、
中間会計期間末日の直物
為替相場により円貨に換
算し、換算差額は損益とし
て処理しております。

　同左 　外貨建金銭債権債務は、
期末日の直物為替相場に
より円貨に換算し、換算差
額は損益として処理して
おります。
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項目
前中間会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

５　ポストコントラク
ト・カスタマー
・サポートに係
る売上計上基準

　当社がソフトウェア製品
の販売に関して顧客との
間で締結するソフトウェ
ア製品使用許諾契約は、通
常、使用許諾後一定期間に
わたるポストコントラク
ト・カスタマー・サポー
ト(カスタマー・サポー
ト、製品のアップグレード
及びウィルス・パターン
・ファイルのアップグ
レード等から構成される)
条項を含んでおります。
　当社はポストコントラク
ト・カスタマー・サポー
トの対価部分を別途把握
し、製品使用許諾時に約定
サポート期間に応じて流
動負債の「短期繰延収
益」勘定及び固定負債の
「長期繰延収益」勘定と
して繰延処理し、当該期間
に渡って均等に売上計上
する会計処理方法を採用
しております。

　同左 　同左

６　リース取引の処理
方法

リース物件の所有権が

借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナ

ンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処

理によっております。

　同左 　同左

７　その他中間財務諸

表(財務諸表)作

成のための基本

となる重要な事

項

(1) 消費税等の会計処理

について

　　消費税及び地方消費税

の会計処理は、税抜方式

によっております。

(1) 消費税等の会計処理

について

　　同左

 

 

(1) 消費税等の会計処理

について

　　同左
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会計処理の変更

 
前中間会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

（1）棚卸資産の評価に関する会計

基準

「棚卸資産の評価に関する会計基

準」（企業会計基準第９号　平成

18年７月５日）が平成20年３月

31日以前に開始する事業年度か

ら適用できることになったこと

に伴い、当中間会計期間から当該

会計基準を適用しております。な

お、これによる損益に与える影響

はありません。

（2）減価償却方法の変更

当中間会計期間より、法人税法の

改正に伴い減価償却資産の減価

償却方法を改正後の法人税法に

よる方法に変更しております。な

お、この変更による影響額は軽微

であります。

―――――――――――――― （1）棚卸資産の評価に関する会計

基準

「棚卸資産の評価に関する会計基

準」（企業会計基準第９号　平成

18年７月５日）が平成20年３月

31日以前に開始する事業年度か

ら適用できることになったこと

に伴い、当事業年度から当該会計

基準を適用しております。なお、

これによる損益に与える影響は

ありません。

（2）減価償却方法の変更

当事業年度より、法人税法の改

正に伴い減価償却資産の減価償

却方法を改正後の法人税法によ

る方法に変更しております。な

お、この変更による影響額は軽

微であります。
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追加情報

前中間会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

（売上の計上基準）

製品出荷を伴う売上について、従

来は中間決算末日の未着品につい

ては下期の売上として計上してお

りましたが、当中間会計期間より中

間決算末日の未着品についても当

中間会計期間の売上として計上す

ることにいたしました。

これは業務フローの見直しに伴

い画一的な出荷処理及び事務処理

の簡便化などを目的にしたことで

あります。なお、この変更による影

響は軽微であります。

（減価償却の方法）

　　法人税法の改正に伴い、平成19年

3月31日以前に取得した資産につい

ては、改正前の法人税法に基づく減

価償却の方法の適用により取得価

額の5％に到達した事業年度の翌事

業年度より、取得価額の5％相当額

と備忘価額との差額を5年間にわた

り均等償却し、減価償却費に含めて

計上しております。なお、これによ

る損益に与える影響は軽微であり

ます。

（売上の計上基準）

製品出荷を伴う売上について、従

来は決算末日の未着品については

翌事業年度の売上として計上して

おりましたが、当事業年度より決算

末日の未着品についても当事業年

度の売上として計上することにい

たしました。

これは業務フローの見直しに伴

い画一的な出荷処理及び事務処理

の簡便化などを目的にしたことで

あります。なお、この変更による影

響は軽微であります。
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注記事項

(中間貸借対照表関係)

 
前中間会計期間末
(平成19年６月30日)

当中間会計期間末
(平成20年６月30日)

前事業年度末
(平成19年12月31日)

※１ 有形固定資産の
減価償却累計額

735百万円 ※１ 有形固定資産の
減価償却累計額

875百万円 ※１ 有形固定資産の
減価償却累計額

791百万円

※２　消費税等の取扱い
　仮払消費税等及び仮受消費税
等は相殺のうえ、流動負債の
「その他」に含めて表示して
おります。

※２　消費税等の取扱い
　同左

―――――――――――――

 

(中間損益計算書関係)

 
前中間会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主要
項目

広告宣伝費及び
販売促進費

1,643百万円

従業員給与
・賞与

1,969百万円

退職給付費用 99百万円

減価償却費 50百万円

支払手数料 2,855百万円

研究開発費 2,161百万円

  
　

※１　販売費及び一般管理費の主要
項目

広告宣伝費及び
販売促進費

2,608百万円

従業員給与
・賞与

2,426百万円

退職給付費用 128百万円

減価償却費 61百万円

支払手数料 3,275百万円

研究開発費 2,853百万円

通信費 635百万円
　

※１　販売費及び一般管理費の主要
項目

広告宣伝費及び
販売促進費

4,010百万円

従業員給与
・賞与

3,974百万円

退職給付費用 200百万円

減価償却費 113百万円

支払手数料 7,498百万円

研究開発費 4,376百万円

通信費 1,176百万円
　

※２　営業外収益の主要項目

有価証券利息 150百万円

受取利息 22百万円

有価証券売却益 318百万円

為替差益 272百万円

  

※２　営業外収益の主要項目

有価証券利息 310百万円

受取利息 29百万円

受取配当金 45百万円

有価証券売却益 93百万円

  

※２　営業外収益の主要項目

有価証券利息 494百万円

有価証券売却益 2,521百万円

  

  

※３　営業外費用の主要項目
グローバールシ
ステム費用

123百万円

　

※３　営業外費用の主要項目

有価証券売却損 385百万円

グローバールシ
ステム費用

106百万円

　

※３　営業外費用の主要項目

為替差損 282百万円

グローバルシス
テム費用

260百万円

　
※４　特別損失の主要項目
投資損失引当金
繰入額

342百万円

　

※４　特別損失の主要項目
投資有価証券　
評価損

1,962百万円

訴訟和解金 241百万円

  

※４　特別損失の主要項目
投資損失引当金
繰入額

247百万円

  

  

※５　減価償却実施額

有形固定資産 68百万円

無形固定資産 936百万円
　

※５　減価償却実施額

有形固定資産 83百万円

無形固定資産 996百万円
　

※５　減価償却実施額

有形固定資産 153百万円

無形固定資産 1,965百万円
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(中間株主資本等変動計算書関係)

 

前中間会計期間(自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日) 

自己株式数に関する事項

(単位：
株)

株式の種類 前事業年度末
当中間会計期間

増加

当中間会計期間

減少
当中間会計期間末

　　普通株式 4,509,612 820,897 65,000 5,265,509

　(変動事由の概要)

普通株式の自己株式の増加820,897株は、単元未満株式の買い取りによる取得1,897株と市場買付による取得

819,000株であります。また、減少65,000株は新株予約権の権利行使時における自己株式代用数であります。

 

当中間会計期間(自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日)

自己株式数に関する事項

(単位：
株)

株式の種類 前事業年度末
当中間会計期間

増加

当中間会計期間

減少
当中間会計期間末

　　普通株式 4,827,922 1,999,686 81,500 6,746,108

　(変動事由の概要)

普通株式の自己株式の増加1,999,686株は、単元未満株式の買い取りによる取得686株と市場買付による取得

1,999,000株であります。また、減少81,500株は新株予約権の権利行使時における自己株式代用数でありま

す。

 

前事業年度(自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日) 

自己株式数に関する事項

(単位：
株)

株式の種類 前事業年度末
当事業年度

増加

当事業年度

減少
当事業年度末

　　普通株式 4,509,612　　822,310 　　504,000 　　4,827,922

　(変動事由の概要)

普通株式の自己株式の増加822,310株は、単元未満株式の買い取りによる取得3,310株と市場買付による取得

819,000株であります。また、減少504,000株は新株予約権の権利行使時における自己株式代用数であります。
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(リース取引関係)

前中間会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンスリース取引に係る注

記

①　リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中

間期末残高相当額

 

 器具及び備品

（百万円）

取得価額相当額 34

減価償却累計額

相当額
19

中間期末

残高相当額
15

 

②　未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 7百万円

１年超 8百万円

合計 15百万円

 

③　支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

　支払リース料　　　　 　5百万円

　減価償却費相当額　 　　5百万円

　支払利息相当額　　　　 0百万円

 

④　減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法

・減価償却費相当額の算定方

法

　　　　リース期間を耐用年数とし,残

存価額を零とする定額法に

よっております。

・利息相当額の算定方法

　　リース料総額とリース物件

の取得価額相当額の差額を

利息相当額とし、各期への配

分方法については利息法に

よっております。

 

 

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンスリース取引に係る注

記

①　リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中

間期末残高相当額

 

 器具及び備品

（百万円）

取得価額相当額 57

減価償却累計額

相当額
16

中間期末

残高相当額
40

 

②　未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 12百万円

１年超 31百万円

合計 43百万円

 

③　支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

　支払リース料　　　 　　6百万円

　減価償却費相当額　 　　5百万円

　支払利息相当額　　　　 0百万円

 

④　減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法

・減価償却費相当額の算定方

法

　　　　リース期間を耐用年数とし,残

存価額を零とする定額法に

よっております。

・利息相当額の算定方法

　　リース料総額とリース物件

の取得価額相当額の差額を

利息相当額とし、各期への配

分方法については利息法に

よっております。

 

 

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンスリース取引に係る注

記

①　リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び当

期末残高相当額

 

 器具及び備品

（百万円）

取得価額相当額 38

減価償却累計額

相当額
10

当事業年度末

残高相当額
28

 

②　未経過リース料当期末残高相当

額

１年内 8百万円

１年超 21百万円

合計 29百万円

 

③　支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

　支払リース料　　　　　11百万円

　減価償却費相当額　　　10百万円

　支払利息相当額　　　　 0百万円

 

④　減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法

・減価償却費相当額の算定方

法

　　　　リース期間を耐用年数とし,残

存価額を零とする定額法に

よっております。

・利息相当額の算定方法

　　リース料総額とリース物件

の取得価額相当額の差額を

利息相当額とし、各期への配

分方法については利息法に

よっております。
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(有価証券関係)

①　前中間会計期間(平成19年６月30日)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

 

②　当中間会計期間(平成20年６月30日)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

 

③　前事業年度(平成19年12月31日)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。
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(１株当たり情報)

 

項目
前中間会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

１株当たり純資産額 431円 73銭 454円06 銭 545円84 銭

１株当たり中間(当期)
純利益 64円 24銭 55円37 銭 132円03 銭

潜在株式調整後１株当
たり中間(当期)純利益 63円 94銭 55円30 銭 131円23 銭
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(注)　１株当たり中間（当期）純利益額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益額の算定上の基礎は

以下の通りです。

項目
前中間会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

１株当たり中間
（当期）純利益金額    
　中間（当期）純利益(百万
円) 8,515 7,424 17,579
　普通株主に帰属しない金
額(百万円) ― ― ―
　普通株式に係る中間（当
期）純利益(百万円) 8,515 7,424 17,579
　普通株式の期中平均株式
数（株） 132,556,787 134,078,399 133,150,302
潜在株式調整後１株当た
り中間（当期）純利益金
額    

　中間（当期）純利益調整
額（百万円）

― ― ―

普通株式増加数（株） 632,299 184,994 811,168
（うち新株予約権） (632,299) （184,994) （811,168)
　希薄化効果を有しないた
め、潜在株式調整後１株
当たり中間（当期）純
利益の算定に含めな
かった潜在株式の概要

平成16年３月25日の定時
株主総会において承認され、

同年４月28日に発行された
旧商法280条ノ20及び第280
条ノ21の規定による新株予
約権に基づく2,497,000株

　平成16年３月25日の定時株
主総会において承認され、同
年10月28日に発行された旧
商法第280条ノ20及び第280
条ノ21の規定による新株予
約権に

基づく1,768,500株

　平成17年３月25日の定時株
主総会において承認され、同
年７月22日に発行された旧
商法第280条の20及び第280
条の21の規定による新株予
約権に基づく3,170,000株

　平成17年３月25日の定時株
主総会において承認され、同
年12月14日に発行された旧
商法第280条の20及び第280
条の21規定による新株予約
権に基づく2,397,000株

　平成18年３月28日の定時株
主総会において承認され、同
年７月10日に発行された旧
商法第280条の20及び第280
条の21規定による新株予約
権に基づく1,451,000株

　平成18年３月28日の定時株
主総会において承認され、同
年11月8日に発行された旧商
法第280条の20及び第280条
の21規定による新株予約権
に基づく1,453,000株

 

平成16年３月25日の定時
株主総会において承認され、

同年４月28日に発行された
旧商法280条ノ20及び第280
条ノ21の規定による新株予
約権に基づく2,093,500株

　平成16年３月25日の定時株
主総会において承認され、同
年10月28日に発行された旧
商法第280条ノ20及び第280
条ノ21の規定による新株予
約権に基づく1,768,500株

　平成17年３月25日の定時株
主総会において承認され、同
年７月22日に発行された旧
商法第280条の20及び第280
条の21の規定による新株予
約権に基づく2,376,500株

　平成17年３月25日の定時株
主総会において承認され、同
年12月14日に発行された旧

商法第280条の20及び第280
条の21規定による新株予約
権に基づく2,033,500株

　平成18年３月28日の定時株
主総会において承認され、同
年７月10日に発行された旧
商法第280条の20及び第280
条の21規定による新株予約
権に基づく1,213,500株

　平成19年３月27日の定時株
主総会において承認され、同
年９月14日に発行された旧
商法第280条の20及び第280
条の21規定による新株予約
権に基づく2,070,000株

　平成19年３月27日の定時株
主総会において承認され、同
年11月26日に発行された旧
商法第280条の20及び第280
条の21規定による新株予約
権に基づく1,100,000株

 

平成16年３月25日の定時
株主総会において承認され、

同年４月28日に発行された
旧商法280条ノ20及び第280
条ノ21の規定による新株予
約権に基づく2,093,500株

　平成16年３月25日の定時株
主総会において承認され、同
年10月28日に発行された旧
商法第280条ノ20及び第280
条ノ21の規定による新株予
約権に基づく1,768,500株

　平成18年３月28日の定時株
主総会において承認され、同
年７月10日に発行された旧
商法第280条の20及び第280
条の21の規定による新株予
約権に基づく1,216,500株

　平成19年３月27日の定時株
主総会において承認され、同
年９月14日に発行された旧

商法第280条の20及び第280
条の21規定による新株予約
権に基づく2,070,000株

　平成19年３月27日の定時株
主総会において承認され、同
年11月26日に発行された旧
商法第280条の20及び第280
条の21規定による新株予約
権に基づく1,100,000株
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(重要な後発事象)

 
前中間会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

平成19年8月28日開催の取締役会に
おいて、当社及び当社子会社の取締
役・従業員・受入出向者に対し、ス
トックオプションとして新株予約
権を発行することを決議しており
ます。
 
発行日：平成19年9月14日
発行数：4,140個
（新株予約権１個あたりの目的と
なる株式数　500株）
目的となる株式の種類：当社普通
株式
発行価額：無償
権利行使期間：平成20年9月14日～
平成24年9月13日
権利行使価格：4,780円
対象者：当社及び当社子会社の取
締役・従業員・受入出向者、合計
1,366名

 

 

平成20年6月13日開催の取締役会に
おいて、当社及び当社子会社の取締
役・従業員に対し、ストックオプ
ションとして新株予約権を発行す
ることを決議し、平成20年7月1日に
発行いたしました。
 
発行日：平成20年7月1日
発行数：5,049個
（新株予約権１個あたりの目的と
なる株式数　500株）
目的となる株式の種類：当社普通
株式
発行価額：無償
権利行使期間：平成21年7月1日～
平成25年6月30日
権利行使価格：3,500円
対象者：当社及び当社子会社の取
締役・従業員、合計1,690名

 

平成20年2月19日開催の取締役会に
おいて、会社法第165条第3項の規定
により読み替えて適用される同法
第156条の規定に基づき、自己株式
を取得することを決議いたしまし
た。
 
1.　取得理由
　経営環境の変化に対応して、機動
的な資本政策を遂行するためであ
ります。
 
2.　取得内容
①取得する株式の種類
　当社普通株式
②取得する株式の総数
　2,000,000株を上限とする（発行
済株式総数に対する割合　1.48％）
③株式の取得科学の総額
　7,000百万円を上限とする
④株式の取得期間
　平成20年2月20日から
平成20年3月31日まで
⑤買付方法
　東京証券取引所における市場買付
 
3.　市場買付の結果
　自己株式1,999,000株（買付総額
6,994百万円）の取得を平成20年3
月19日に終了いたしました。
 

 

前へ
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(2) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の参考情報】

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

 

(1)
自己株券買付状況
報告書

報告期間
自　平成20年 2月 1日
至　平成20年 2月29日

 
平成20年3月13日
関東財務局長に提出。

(2)
半期報告書の
訂正報告書

事業年度
（第19期中）

自　平成19年 1月 1日
至　平成19年 6月30日

 
平成20年3月26日
関東財務局長に提出。

(3)
有価証券報告書
及びその添付書類

事業年度
（第19期）

自　平成19年 1月 1日
至　平成19年12月31日

 
平成20年3月28日
関東財務局長に提出。

(4)
自己株券買付状況
報告書

報告期間
自　平成20年 3月 1日
至　平成20年 3月31日

 
平成20年4月10日
関東財務局長に提出。

(5)
有価証券報告書の
訂正報告書

上記(3)に係る訂正報告書  
平成20年6月13日
関東財務局長に提出。

(6)
有価証券届出書
及びその添付書類

ストック・オプション制度に伴う
新株予約権発行

 
平成20年6月13日
関東財務局長に提出。

(7)
有価証券届出書の
訂正届出書

上記(6)に係る訂正届出書  
平成20年7月 1日
関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書
 

 

平成19年９月26日

トレンドマイクロ株式会社

取締役会　御中

あ ず さ 監 査 法 人

 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　酒　　井　　弘　　行　　㊞

 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　湯　　口　　　　　豊　　㊞

 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れているトレンドマイクロ株式会社の平成19年１月１日から平成19年12月31日までの連結会計年度の

中間連結会計期間(平成19年１月１日から平成19年６月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、

中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・

フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監

査法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判

断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査

は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査

法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断

している。

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財

務諸表の作成基準に準拠して、トレンドマイクロ株式会社及び連結子会社の平成19年６月30日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間(平成19年１月１日から平成19年６月30日まで)

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

 

追記情報

重要な後発事象に記載のとおり、会社は平成19年８月28日開催の取締役会において、平成19年９月14

日にストック・オプションとして新株予約権を発行することを決議した。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

 

 
(※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提

出会社)が別途保管しております。
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独立監査人の中間監査報告書
 

 

平成20年９月26日

トレンドマイクロ株式会社

取締役会　御中

あ ず さ 監 査 法 人

 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　酒　　井　　弘　　行　　㊞

 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　湯　　口　　　　　豊　　㊞

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられているトレンドマイクロ株式会社の平成20年１月１日から平成20年12月31日までの連

結会計年度の中間連結会計期間(平成20年１月１日から平成20年６月30日まで)に係る中間連結財務諸

表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結

キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監

査法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判

断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査

は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査

法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断

している。

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財

務諸表の作成基準に準拠して、トレンドマイクロ株式会社及び連結子会社の平成20年６月30日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間(平成20年１月１日から平成20年６月30日まで)

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

 

追記情報

重要な後発事象に記載のとおり、会社は平成20年６月13日開催の取締役会において、ストック・オプ

ションとして新株予約権を発行することを決議し、平成20年７月１日に発行している。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

 

 
(※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提

出会社)が別途保管しております。
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独立監査人の中間監査報告書
 

 

平成19年９月26日

トレンドマイクロ株式会社

取締役会　御中

あ ず さ 監 査 法 人

 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　酒　　井　　弘　　行　　㊞

 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　湯　　口　　　　　豊　　㊞

 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れているトレンドマイクロ株式会社の平成19年１月１日から平成19年12月31日までの第19期事業年度

の中間会計期間(平成19年１月１日から平成19年６月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸

借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監

査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的

手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、

中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の

作成基準に準拠して、トレンドマイクロ株式会社の平成19年６月30日現在の財政状態及び同日をもって

終了する中間会計期間(平成19年１月１日から平成19年６月30日まで)の経営成績に関する有用な情報

を表示しているものと認める。

 

追記情報

重要な後発事象に記載のとおり、会社は平成19年８月28日開催の取締役会において、平成19年９月14

日にストック・オプションとして新株予約権を発行することを決議した。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 

 
(※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提

出会社)が別途保管しております。
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独立監査人の中間監査報告書
 

 

平成20年９月26日

トレンドマイクロ株式会社

取締役会　御中

あ ず さ 監 査 法 人

 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　酒　　井　　弘　　行　　㊞

 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　湯　　口　　　　　豊　　㊞

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられているトレンドマイクロ株式会社の平成20年１月１日から平成20年12月31日までの第

20期事業年度の中間会計期間(平成20年１月１日から平成20年６月30日まで)に係る中間財務諸表、すな

わち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この

中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意

見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監

査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的

手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、

中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の

作成基準に準拠して、トレンドマイクロ株式会社の平成20年６月30日現在の財政状態及び同日をもって

終了する中間会計期間(平成20年１月１日から平成20年６月30日まで)の経営成績に関する有用な情報

を表示しているものと認める。

 

追記情報

重要な後発事象に記載のとおり、会社は平成20年６月13日開催の取締役会において、ストック・オプ

ションとして新株予約権を発行することを決議し、平成20年７月１日に発行している。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 

 
(※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提

出会社)が別途保管しております。
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